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１ 計画策定の趣旨 

第５次豊川市総合計画は、目標年度を平成２７年度(２０１５年度)とし、本市の目指す都

市の将来像「光と緑に映え、ゆたかで、住みよい、夢のあるまち」を実現するため、基本構

想の中で本市の将来像を実現する施策の基本的な方向性を示し、基本計画で各施策のまちづ

くりの目標を達成するための手段を明らかにし、実施計画において具体的に実施する事業を

位置付ける構成となっています。 

実施計画は３か年の計画で、財政状況を視野に入れながら毎年度見直しを図るローリング

方式をとり、単年度ごとに編成される予算と連動させることで計画の実現性をより高めてい

ます。 

  

２ 計画期間 

  平成２７年度から平成２９年度の３か年とします。なお、第５次豊川市総合計画の目標年

度は平成２７年度であるため、本実施計画の平成２８年度・２９年度分は暫定計画とします。 

 

 

  

 　　　平成19年度～21年度

　　　　 　　平成20年度～22年度

　　平成21年度～23年度

　　 　　 平成22年度～24年度

 平成23年度～25年度

       平成24年度～26年度

　 　　　　　平成25年度～27年度

　　平成26年度～28年度

　　     平成27年度～29年度

基
本
構
想

市の将来像を定
め、施策の基本
的方向を明らか
にする

平成１８年度　～　平成２７年度　（１０年間）

第５次総合計画の構成

平成１８年度　～　平成２７年度　（１０年間）

【必要に応じ計画を見直し】

実
施
計
画

平成18年度～20年度

基
本
計
画

まちづくりの目標
を達成するため
に必要な手段を
明らかにする

基本計画で定め
た手段を具体化

する

（毎年見直し）

３
年
間

今回の計画

目標年度(平成２７年度)
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３ 計画の対象 

この計画の対象は、第５次豊川市総合計画基本計画の各施策にある｢将来目標を実現する

手段｣を具体化する事業のうち、市の財政負担を伴うもので優先度・重要度・緊急度が高い

事業を対象とします。ただし、人件費、事務的経費、施設等の管理費(光熱水費、修繕料、

電話料・保険料、委託料など)については、原則として計画の対象外とします。 

  

４ 計画策定の基本的考え方と重点事業 

策定にあたっては、第５次総合計画における基本計画との整合をとりながら、マニフェス

トに掲げた事業の実現、市域全体の一体化と均衡ある発展を図るよう配慮しました。 

本市の主要な課題として、防災対策の強化、在宅医療連携の推進、子育て支援施策の推進、

都市基盤の整備や延命化の推進、教育施設や環境の整備、地域経済の活性化、そして行財政

改革の推進など重点的に取り組む必要のある課題に対処してまいります。本実施計画の重点

事業は以下のとおりです。 

 

【重点事業】 

 政策１ 安全・安心 

① 交通安全・防犯対策事業 

交通安全対策として市道足山田大木線などに歩道を整備します。また、車輌用防護柵、

道路照明灯、カラー舗装などを整備することにより歩行者等の安全を確保します。防犯

対策として、町内会等への防犯カメラの設置支援や、日中・深夜の防犯パトロールを実

施します。 

② 防災対策事業 

南海トラフ地震への対策として、防災マップの作成による防災意識の啓発や地域の自

主防災活動へ支援するとともに、これまでの耐震改修に係る各種支援に耐震改修工事に

伴う住宅リフォーム工事費補助を加え耐震化の促進に努めます。また、災害時に大きな

被害が想定される密集市街地の良好な住環境を形成するため、モデル地区を設置し、ま

ち歩き調査やワークショップを実施します。 

  ③ 環境対策事業 

    地球環境への負荷を低減するため、公共施設や一般住宅への太陽光発電システムの設

置を推進します。 
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④ ごみ減量化事業 

    刈り草・剪定枝の堆肥化、不燃ごみ及び資源選別、紙回収拠点が一体となった資源化

施設の整備を行います。また、焼却施設の基幹設備を改良し清掃工場の長寿命化対策を

行います。 

  

政策２ 健康・福祉 

① 在宅医療連携拠点推進事業 

在宅医療と介護の一体的かつ包括的な連携を図るため、関係機関の連携体制の構築を

推進する在宅医療連携拠点推進事業を実施します。 

② 子育て支援事業 

老朽化したあかさか児童館の建替え、公立保育園への防犯カメラの設置を進めるとと

もに、産後健康診査の実施による母子保健事業の拡充、児童クラブの増設や時間延長、

中学生までの子ども医療費の助成や保育サービスの充実など各種子育て支援事業を推進

します。 

  ③ 高齢者福祉事業 

認知症予防教室（脳ちから塾）などの介護予防事業や高齢者交通料金助成事業による

外出支援を推進するとともに、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供する

地域包括ケアシステムの構築に取り組みます。 

 ④ 障害者福祉事業 

障害者の相談支援事業の中核的な役割を担う基幹相談支援センターを設置するととも

に、障害のある児童の長期休暇時における一時預かりの取組みとして中高生の事業所体

験事業を新たに実施します。 

 

政策３ 建設・整備 

① 区画整理事業 

豊川駅東、豊川西部の区画整理事業を推進するとともに、一宮大木土地区画整理組合

への支援を実施します。 

② 公共交通機関等利用促進事業 

市全域における公共交通会議を実施し、基幹路線、地域路線の運行を実施します。 
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③ 道路整備事業 

都市計画道路などの幹線道路をはじめ、正岡牛久保線など市内生活道路を整備します。

また、現状を踏まえた都市計画道路のネットワーク化を検討します。 

④ 道路ストック点検・補修事業 

橋りょうの長寿命化対策に加え、横断歩道橋や道路照明等についても計画的に延命化

対策を行います。 

⑤ 公園整備事業 

御油松並木公園や豊川市スポーツ公園、赤塚山公園を計画的に整備し、豊川市平和公

園（仮称）については、実施設計などを開始します。 

 

政策４ 教育・文化 

  ① 学校教育推進事業 

部活動への支援事業や読書教育推進事業を行うとともに、老朽化した学校施設の増改

築・大規模改修やトイレの洋式化・ドライ化を計画的に行います。 

  ② 伝統芸能支援事業 

赤坂の舞台を活用した歌舞伎公演等の開催を支援するなど、地域の伝統芸能の保存と

継承に取り組みます。 

③ 旅籠大橋屋保存整備事業 

市指定文化財である旅籠大橋屋の公有化を図り保存を進めるとともに、地域資源とし

ての活用を目指します。 

④ スポーツ振興事業 

新たな総合型地域スポーツクラブの設立に向けて準備を進めるとともに、リレーマラ

ソンを継続して開催するなど、多くの市民がスポーツに親しむ環境を整備します。 

 

政策５ 産業・交流 

① 農業振興事業 

農業塾や就農塾などの農業研修を開催し農業の担い手を育成するとともに、有害鳥獣

への対策を多角的に取り組み、安定的な農業経営を支援します。また、農業関連施設の

耐震改修や設備更新、ため池の侵入防止対策に取り組みます。 
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② 企業誘致推進事業 

新たな企業用地の選定を進めるとともに、情報提供報奨金制度や雇用促進奨励金など

の優遇制度により企業誘致を推進します。 

  ③ 事業経営支援事業 

    とよかわ創業・起業支援ネットワークの連携事業として創業・経営支援相談事業を行

い、中小企業診断士等の専門家による訪問相談等に取り組みます。 

  ④ 商業振興事業 

商業団体等支援事業を拡充し、イベントによる賑わいあふれる商店街づくりを進めま

す。 

  ⑤ 中心市街地活性化事業 

    新たに中心市街地諏訪地区定住促進事業を行い、諏訪地区を中心とするエリアにおけ

る定住促進に係る調査等に取り組みます。 

⑥ 観光振興事業 

観光協会への支援を充実させることにより、観光客の増加への取組みを推進し、観光

の活性化を図ります。 

 

政策６ 行政・協働 

① コミュニティ活動推進事業 

地域活動の主体である町内会への加入促進や、集会所整備の補助などにより町内会等

の活動活性化を支援します。また、ボランティア・市民活動センターの運営を充実させ、

ＮＰＯやボランティア団体等への活動支援策を引き続き実施するとともに、協働による

まちづくりを支援します。   

② 行政情報等提供事業 

広報のフルカラー化や多様なメディアの活用により積極的に行政情報等を提供します。 

  

また、この計画においては、施策ごとに目標指標を表記することで、市民に、より分か

りやすい計画となるよう努めるとともに、期間内の事業費・事業量を掲げ、計画的に事

業の推進を図っています。 

なお、この計画の実効性を確保するため、財政計画との整合を図っています。 
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２ 施策の満足度・重要度 
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１ 満足度・重要度 

 

行政分野の満足度・重要度 
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左図は平成２５年度に実施した第１０回市民意識調査結果を基に、各施策に対す

る満足度と重要度の市民評価を点数化し座標に表したもので、施策の位置するゾー

ンにより、次の図のとおり分析することができます。 

この分析結果は、各施策において実施する事業の採択や事業費を配分するうえで

の基準のひとつとして活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ａゾーン 

グラフ右上のゾーンにある項目は、その重要性が十分認識さ

れ、取り組みも満足されている施策と考えられます。今後も現

在の水準を下げることなく、着実な取り組みが求められます。 

Ｂゾーン 
グラフ右下のゾーンにある項目は、その重要性の認識が低い

ものの、取り組みは満足されていると考えられ、今後も満足度

の水準を下げることなく着実な取り組みが求められます。 

Ｃゾーン 

グラフ左上のゾーンにある項目は、その重要性が十分認識さ

れているものの、取り組みに対する満足度は低い施策と考えら

れます。従来の施策を改善することや新たな施策を検討するな

ど、他のゾーンの項目に優先した取り組みが必要です。 

Ｄゾーン 

グラフ左下のゾーンにある項目は、その重要性の認識が低

く、取り組みに対する満足度も低いと考えられ、施策の見直し

や施策の取り組みの方向性などを十分検討する必要がありま

す。 

 

［満足度］平均値より低い ［満足度］平均値より高い
［重要度］平均値より高い ［重要度］平均値より高い

［満足度］平均値より低い ［満足度］平均値より高い
［重要度］平均値より低い ［重要度］平均値より低い

重
要
度

満足度

平均値

平均値

Ｃゾーン Ａゾーン

Ｄゾーン Ｂゾーン



平成27年度平成28年度平成29年度 担当課
1 豊川市まちづくり振興事業 2,875 2,875 2,875 企画部企画政策課

1事業 2,875 2,875 2,875

平成27年度平成28年度平成29年度 担当課
7事業 211,910 232,539 269,771

1 交通安全指導隊支援事業 4,404 4,443 4,404 市民部人権交通防犯課
2 交通指導員設置事業 30,074 30,346 30,367 市民部人権交通防犯課
3 市道西方御津紡線拡幅改良事業 6,200 24,000 40,000 建設部道路建設課
4 市道穂ノ原六角線（2）拡幅改良事業 69,646 69,000 45,000 建設部道路建設課
5 市道足山田大木線拡幅改良事業 12,886 14,750 50,000 建設部道路建設課

6 市道行明牛久保線拡幅改良事業 11,500 10,000 20,000
建設部道路維持課
建設部道路建設課

7 交通安全施設整備事業 マニフェスト該当 77,200 80,000 80,000 建設部道路維持課
3事業 25,330 25,330 25,330

1 防犯啓発パトロール事業 10,786 10,786 10,786 市民部人権交通防犯課
2 防犯灯設置支援事業 12,544 12,544 12,544 市民部人権交通防犯課
3 防犯カメラ設置費補助事業 2,000 2,000 2,000 市民部人権交通防犯課

6事業 90,288 173,473 57,615
1 防災啓発関係事業 1,158 998 1,158 消防本部防災対策課
2 三河臨海緑地避難用高台整備事業 18,000 78,182 建設部道路建設課

3 密集市街地整備事業 1,371 8,647
建設部都市計画課
消防本部防災対策課

4 御津２区避難誘導装置（のろしグナル）設置事業 29,189 消防本部防災対策課
5 自主防災会活動推進事業 マニフェスト該当 2,173 2,173 2,173 消防本部防災対策課
6 地震対策事業 67,586 54,284 54,284 建設部建築課

5事業 65,018 63,458 316,668
1 消防車両整備事業 40,100 34,890 288,100 消防本部総務課
2 耐震性防火水槽整備事業 13,000 16,650 16,650 消防本部総務課
3 無蓋防火水槽コンクリート蓋取付整備事業 8,500 8,500 8,500 消防本部総務課
4 支援消防団（機能別消防団）活動事業 マニフェスト該当 3,068 3,068 3,068 消防本部総務課
5 自警団施設等整備事業 マニフェスト該当 350 350 350 消防本部総務課

1事業 0 29,000 0
1 高規格救急車整備事業 29,000 消防本部総務課

6事業 55,358 35,052 19,782
1 再生可能エネルギー活用整備事業 マニフェスト該当 32,735 環境部環境課
2 環境学習推進事業 マニフェスト該当 1,071 1,071 1,071 環境部環境課
3 地球温暖化対策事業 マニフェスト該当 16,000 8,000 8,000 環境部環境課
4 生物多様性保全事業 401 401 401 環境部環境課
5 林道開設事業 20,429 5,159 産業部農務課
6 小規模林道事業 5,151 5,151 5,151 産業部農務課

6事業 1,004,559 1,378,585 922,187
1 再生資源回収事業 229,191 229,191 229,191 環境部清掃事業課
2 有価物回収支援事業 10,500 11,400 11,600 環境部清掃事業課
3 生ごみ処理機購入支援事業 600 600 600 環境部清掃事業課
4 資源化施設整備事業 未定 未定 環境部清掃事業課
5 焼却灰の埋立処理事業 3,348 3,348 3,348 環境部清掃事業課
6 清掃工場長寿命化事業 760,920 1,134,046 677,448 環境部清掃事業課

1事業 5,078 5,078 5,078
1 資源持ち去り及びポイ捨て防止事業 5,078 5,078 5,078 環境部清掃事業課

7事業 1,523,268 1,580,513 1,612,513
1 浄化槽設置支援事業 8,008 8,008 8,008 環境部環境課

特 2 国庫補助公共下水道整備事業 マニフェスト該当 869,039 785,000 720,000 上下水道部下水管理課・下水整備課

特 3 特定環境保全公共下水道整備事業 マニフェスト該当 95,587 134,000 182,000 上下水道部下水管理課・下水整備課

特 4 単独公共下水道整備事業 マニフェスト該当 513,129 616,000 665,000 上下水道部下水管理課・下水整備課

特 5 雨水浸透施設築造事業 36,000 36,000 36,000 上下水道部下水管理課・下水整備課

特 6 雨水浸透桝設置支援事業 180 180 180 上下水道部下水管理課
特 7 雨水貯留施設設置・転用費支援事業 1,325 1,325 1,325 上下水道部下水管理課

2事業 1,717,892 1,684,203 1,634,004
企 1 配水管整備事業 1,368,948 1,305,903 1,291,004 上下水道部水道業務課･水道整備課

企 2 水道施設整備事業 348,944 378,300 343,000 上下水道部水道業務課･水道整備課

44事業 4,698,701 5,207,231 4,862,948

施策②　防犯対策の強化（Ｃゾーン）

２　実施計画事業一覧
※会計区分は、事業名欄の最左欄で次のとおり表示：空欄＝一般会計　特＝特別会計　企＝企業会計
※平成２７年度の一部事業については、平成２６年度３月補正で予算措置した国の経済対策事業を含みます。

【総　合】　住みよさ （単位：千円）
事　　　　業　　　　名

【総　合】　計

【政策１】　安全・安心 （単位：千円）
事　　　　業　　　　名

施策①　交通安全対策の強化（Ｃゾーン）

施策⑧　衛生環境の向上（Ａゾーン）

施策⑨　排水対策の推進（Ａゾーン）

施策⑩　水の安定供給（Ａゾーン）

【政策１】　計

施策③　防災対策の推進（Ｃゾーン）

施策④　消防体制の充実（Ａゾーン）

施策⑤　救急体制の充実（Ａゾーン）

施策⑥　地球環境の保全（Ａゾーン）

施策⑦　ごみの減量化の推進（Ａゾーン）
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平成27年度平成28年度平成29年度 担当課
5事業 326,834 331,639 333,872

特 1 特定健康診査・特定保健指導・脳ドック事業 100,046 104,851 107,084 健康福祉部保険年金課
2 健康診査事業 221,806 221,806 221,806 健康福祉部保健センター

3 成人保健事業 3,405 3,405 3,405 健康福祉部保健センター

4 健康づくり地域活動推進事業 585 585 585 健康福祉部保健センター

5 健康づくり事業 992 992 992 健康福祉部保健センター

4事業 190,917 190,715 290,715
企 1 医療機器の更新・先進的機器の導入事業 100,500 100,500 200,500 市民病院
2 休日夜間急病診療所運営支援事業 71,845 71,845 71,845 健康福祉部保健センター

3 在宅当番医制運営支援事業 14,472 14,472 14,472 健康福祉部保健センター

4 在宅医療連携拠点推進事業 4,100 3,898 3,898 健康福祉部介護高齢課
19事業 2,418,056 2,343,668 2,354,979

1 児童館建設事業 マニフェスト該当 90,290 健康福祉部子ども課
2 特別保育事業（障害児保育事業） 343,620 366,254 388,869 健康福祉部子ども課
3 特別保育事業（延長保育、一時保育、休日保育） 305,107 305,107 305,107 健康福祉部子ども課
4 放課後児童健全育成事業 マニフェスト該当 255,104 255,104 255,104 健康福祉部子ども課
5 病後児保育事業 7,877 7,877 7,877 健康福祉部子ども課
6 保育所防犯カメラ整備事業 10,400 11,320 健康福祉部子ども課
7 子育て支援センター事業 10,205 10,205 10,205 健康福祉部子ども課
8 つどいの広場事業 6,265 6,265 6,265 健康福祉部子ども課
9 ファミリーサポートセンター事業 4,047 3,716 3,716 健康福祉部子ども課
10 子ども・若者支援事業 3,213 3,033 3,033 教育委員会生涯学習課
11 ちびっこ広場整備事業 7,076 建設部公園緑地課
12 こんにちは赤ちゃん事業 4,894 4,878 4,894 健康福祉部保健センター

13 母子保健事業（妊婦健康診査事業） マニフェスト該当 170,310 170,310 170,310 健康福祉部保健センター

14 母子保健事業（産後健康診査事業） マニフェスト該当 9,108 9,108 9,108 健康福祉部保健センター

15 母子保健事業（乳幼児健康診査事業） 37,030 36,981 36,981 健康福祉部保健センター

16 母子保健事業（その他） 17,217 17,217 17,217 健康福祉部保健センター

17 子ども医療費支給事業 マニフェスト該当 827,593 827,593 827,593 健康福祉部保険年金課
18 予防接種事業 マニフェスト該当 145,857 145,857 145,857 健康福祉部保健センター

19 私立幼稚園就園奨励事業 162,843 162,843 162,843 健康福祉部子ども課
7事業 229,172 240,178 246,563

特 1 包括的支援事業 176,040 180,765 191,734 健康福祉部介護高齢課
2 地域包括ケアモデル事業 5,665 6,741 健康福祉部介護高齢課

特 3 二次予防施策事業 22,329 25,344 27,301 健康福祉部介護高齢課
特 4 一次予防施策事業 4,971 4,971 4,971 健康福祉部介護高齢課
特 5 任意事業 13,398 13,398 13,398 健康福祉部介護高齢課
特 6 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 4,759 4,759 4,759 健康福祉部介護高齢課
7 高齢者交通料金助成事業 2,010 4,200 4,400 健康福祉部介護高齢課

10事業 325,301 324,256 324,256
1 障害者自立支援事業（相談支援事業） 36,932 36,337 36,337 健康福祉部福祉課
2 障害者自立支援事業（医療的ケア日中一時支援事業） マニフェスト該当 13,000 14,000 14,000 健康福祉部福祉課
3 障害者自立支援事業（その他） 114,048 114,048 114,048 健康福祉部福祉課
4 交通料金助成事業 7,440 7,440 7,440 健康福祉部福祉課
5 重度心身障害者短期入所補助事業 マニフェスト該当 720 720 720 健康福祉部福祉課
6 長期休暇での一時預かり事業 マニフェスト該当 143,190 143,190 143,190 健康福祉部福祉課
7 障害者差別解消法関係事業 1,450 健康福祉部福祉課
8 障害者就労相談支援事業 マニフェスト該当 5,000 5,000 5,000 健康福祉部福祉課
9 ピアカウンセラー設置事業 2,541 2,541 2,541 健康福祉部福祉課
10 障害者就労支援事業 マニフェスト該当 980 980 980 健康福祉部福祉課

3事業 646,216 646,216 646,216
1 母子相談事業 2,557 2,557 2,557 健康福祉部子ども課
2 児童扶養・遺児手当支給事業 635,235 635,235 635,235 健康福祉部子ども課
3 母子家庭自立支援給付金支給事業 8,424 8,424 8,424 健康福祉部子ども課

48事業 4,136,496 4,076,672 4,196,601

【政策２】　健康・福祉 （単位：千円）

施策①　健康づくりの推進（Ｂゾーン）

施策②　地域医療体制の充実（Ａゾーン）

施策③　子育て支援の推進（Ｃゾーン）

施策④　高齢者福祉の推進（Ｃゾーン）

施策⑤　障害者福祉の推進（Ｃゾーン）

施策⑥　ひとり親家庭支援の推進（Ｄゾーン）

【政策２】　計

事　　　　業　　　　名
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平成27年度平成28年度平成29年度 担当課
5事業 639,286 659,670 599,387

1 豊川駅東土地区画整理事業特別会計繰出金 マニフェスト該当 404,686 487,091 496,091 建設部区画整理課
2 豊川西部土地区画整理事業特別会計繰出金 マニフェスト該当 115,000 97,000 20,000 建設部区画整理課
3 一宮大木土地区画整理事業支援事業 マニフェスト該当 50,000 30,000 33,860 建設部一宮地区建設課
4 市営住宅外壁改修事業 47,800 41,600 46,800 建設部建築課
5 市営住宅埋設ガス管取替事業 21,800 3,979 2,636 建設部建築課

2事業 112,035 120,629 109,578
1 公共交通機関等利用促進事業 100,855 106,709 109,578 市民部人権交通防犯課

2 バリアフリー推進事業 11,180 13,920
建設部都市計画課
建設部道路建設課
建設部道路維持課

23事業 1,171,562 977,071 862,982
1 市内道路整備事業 290,366 320,000 320,000 建設部道路建設課
2 市道国府財賀線拡幅改良事業 27,000 27,000 建設部道路建設課
3 市内舗装改良事業 50,000 50,000 50,000 建設部道路建設課
4 市道篠田足山田線改良事業 65,000 65,000 60,000 建設部道路建設課
5 国道151号一宮バイパス関連整備事業 128,886 111,114 46,400 建設部道路建設課
6 豊川大木地区周辺道路整備事業 38,000 建設部道路建設課
7 市道宿佐平山光道寺線拡幅改良事業 10,000 43,000 22,000 建設部道路建設課
8 市道白鳥穴田山桃線拡幅改良事業 マニフェスト該当 12,000 24,000 建設部道路建設課
9 市道正岡牛久保線拡幅改良事業 55,086 48,500 65,475 建設部道路建設課
10 国道23号蒲郡バイパス関連整備事業 44,750 建設部道路建設課
11 市道六角前畑長草寺荒古線改良事業 15,000 14,900 建設部道路建設課
12 市道御津西方井領田4号線拡幅改良事業 35,000 建設部道路建設課
13 名電長沢駅前改良事業 76,517 未定 建設部道路建設課
14 平井5号踏切拡幅改良事業 6,000 13,000 建設部道路建設課
15 狭あい道路整備事業 16,549 22,000 27,500 建設部道路維持課
16 都市計画道路上宿樽井線（市田工区）整備事業 58,356 60,000 建設部道路建設課
17 都市計画道路御津為当線整備事業 3,300 建設部道路建設課
18 都市計画道路松本入浜線整備事業 40,000 18,000 建設部道路建設課
19 都市計画道路ネットワーク化事業 17,185 建設部都市計画課

20 道路等維持補修事業（工事費関係） 36,160 40,000 40,000
建設部道路維持課

建設部一宮地区建設課

21
道路ストック（横断歩道橋・道路照
明灯等）点検・補修事業

50,300 37,000 22,000 建設部道路維持課

22 橋りょう長寿命化対策事業 176,700 102,000 109,200 建設部道路維持課
23 アダプトプログラム事業 457 457 457 建設部道路維持課

12事業 378,331 399,398 178,213
1 御油松並木公園整備事業 210 142,154 建設部公園緑地課
2 豊川市スポーツ公園整備事業 124,303 164,009 56,090 建設部公園緑地課
3 豊川駅東土地区画整理地内公園整備事業 110,391 未定 未定 建設部公園緑地課
4 一宮東部地区公園（仮称）整備事業 10,000 建設部公園緑地課
5 豊川市平和公園（仮称）整備事業 マニフェスト該当 33,553 未定 未定 建設部公園緑地課
6 サツキ公園改修事業 32,514 建設部公園緑地課
7 赤塚山公園改築事業 5,000 未定 未定 建設部公園緑地課
8 一宮大木土地区画整理地内公園整備事業 5,620 43,923 建設部公園緑地課
9 公園改修事業 50,169 49,365 45,250 建設部公園緑地課
10 児童遊園等整備事業 12,200 12,950 12,950 建設部公園緑地課
11 県費補助緑化推進事業 9,991 18,300 10,000 建設部道路維持課
12 佐奈川散策路整備事業 7,000 建設部道路維持課

42事業 2,301,214 2,156,768 1,750,160

施策③　道路交通網の充実（Ｄゾーン）

施策④　緑のまちづくりの推進（Ｂゾーン）

【政策３】　計

施策②　公共交通の利便性向上（Ｄゾーン）

【政策３】　建設・整備 （単位：千円）
事　　　　業　　　　名

施策①　住環境の整備（Ｂゾーン）
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平成27年度平成28年度平成29年度 担当課
19事業 1,478,882 676,441 617,301

1 学校図書館整備事業 マニフェスト該当 25,210 16,210 16,210 教育委員会庶務課
2 部活動用備品整備事業 マニフェスト該当 3,000 教育委員会庶務課
3 教員研修事業 2,139 2,139 2,139 教育委員会学校教育課
4 英語活動推進事業 47,837 47,837 47,837 教育委員会学校教育課
5 外国人児童生徒教育推進事業 27,974 27,974 27,974 教育委員会学校教育課
6 学級運営支援事業 38,490 38,490 38,490 教育委員会学校教育課
7 読書教育推進事業 マニフェスト該当 4,360 4,360 4,360 教育委員会学校教育課

8 心理教育相談事業 22,004 22,272 22,272
教育委員会学校教育課
健康福祉部子ども課

9 登校支援事業 1,965 1,965 1,965 教育委員会学校教育課
10 特色ある学校づくり推進事業 9,942 9,942 9,942 教育委員会学校教育課
11 部活動総合支援事業 マニフェスト該当 2,270 2,270 2,270 教育委員会学校教育課
12 東部小学校校舎改築事業 マニフェスト該当 791,215 教育委員会庶務課
13 萩小学校校舎改修事業 マニフェスト該当 14,500 225,000 5,000 教育委員会庶務課
14 八南小学校校舎増築等事業 マニフェスト該当 400,876 教育委員会庶務課
15 一宮東部小学校校舎改築事業 マニフェスト該当 14,500 7,000 教育委員会庶務課
16 中部小学校校舎改築事業 マニフェスト該当 4,500 56,600 教育委員会庶務課
17 中部中学校校舎改修事業 マニフェスト該当 13,000 87,250 教育委員会庶務課
18 三蔵子小学校校舎改築事業 マニフェスト該当 89,600 教育委員会庶務課
19 小中学校環境改善対策事業 マニフェスト該当 87,100 245,982 198,392 教育委員会庶務課

12事業 274,192 266,556 225,626
1 放課後子ども教室事業 7,620 7,900 7,800 教育委員会生涯学習課
2 地域生涯学習事業 3,654 3,654 3,654 教育委員会生涯学習課
3 御油松並木保存整備事業 17,306 教育委員会生涯学習課
4 三河国分寺跡土地買上事業 121,531 135,977 66,003 教育委員会生涯学習課
5 御油のマツ並木景観整備事業 3,822 922 922 教育委員会生涯学習課
6 伝統芸能支援事業 マニフェスト該当 1,266 1,266 1,266 教育委員会生涯学習課
7 旅籠大橋屋保存整備事業 46,118 12,500 57,000 教育委員会生涯学習課
8 豊川文化協会事業への支援事業 18,136 18,136 18,136 市民部文化振興課
9 東三河演劇祭の育成・支援事業 マニフェスト該当 1,200 1,200 市民部文化振興課
10 一宮・小坂井図書館分館事業 マニフェスト該当 8,713 8,713 8,713 教育委員会中央図書館
11 図書等購入事業 54,257 54,257 54,257 教育委員会中央図書館
12 プラネタリウム番組制作事業 7,875 4,725 7,875 教育委員会中央図書館

4事業 2,047 2,947 2,647
1 総合型地域スポーツクラブの拡充・支援推進事業 220 620 320 教育委員会スポーツ課
2 スポーツ指導者育成事業 735 735 735 教育委員会スポーツ課
3 トップアスリートふれあい事業 592 592 592 教育委員会スポーツ課
4 駅伝大会開催事業 マニフェスト該当 500 1,000 1,000 教育委員会スポーツ課

35事業 1,755,121 945,944 845,574

【政策４】　教育・文化 （単位：千円）
事　　　　業　　　　名

施策①　学校教育の推進（Ｃゾーン）

施策②　生涯学習の推進と文化の振興（Ｄゾーン）

施策③　スポーツの振興（Ｂゾーン）

【政策４】　計
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平成27年度平成28年度平成29年度 担当課
19事業 191,319 182,305 178,833

1 農業の担い手育成支援事業 マニフェスト該当 1,400 1,400 1,400 産業部農務課
2 青年農業士等活動支援事業 マニフェスト該当 437 437 437 産業部農務課
3 耕作放棄地（遊休農地）復旧対策支援事業 480 480 480 産業部農務課
4 有害鳥獣駆除委託事業 マニフェスト該当 2,000 2,000 2,000 産業部農務課
5 有害鳥獣防除対策支援事業 マニフェスト該当 1,000 1,000 1,000 産業部農務課
6 有害鳥獣駆除支援事業 マニフェスト該当 8,861 1,920 1,920 産業部農務課
7 鳥獣被害対策事業 マニフェスト該当 2,470 800 800 産業部農務課
8 有害鳥獣駆除推進事業 マニフェスト該当 4,838 4,838 4,838 産業部農務課
9 経営所得安定対策推進事業 4,240 4,240 4,240 産業部農務課

10
農業近代化資金利子補助・農業経
営基盤強化資金利子補助事業

2,959 2,959 2,959 産業部農務課

11 産地間競争力強化促進事業 255 255 255 産業部農務課
12 土地改良事業負担金等 68,866 68,502 65,198 産業部農務課
13 補助土地改良事業 9,760 9,062 9,062 産業部農務課
14 市費単独土地改良事業 21,678 14,678 14,678 産業部農務課
15 土地改良施設維持管理適正化事業 32,148 39,807 39,639 産業部農務課
16 多面的機能支払交付金事業 25,343 25,343 25,343 産業部農務課
17 食の安全安心システム推進事業 433 433 433 産業部農務課
18 食育推進事業 151 151 151 産業部農務課
19 環境保全型農業直接支援対策事業 4,000 4,000 4,000 産業部農務課

6事業 992,198 1,192,504 834,850
1 企業立地推進事業 マニフェスト該当 3,114 2,177 2,677 産業部企業立地推進課
2 企業誘致推進事業 マニフェスト該当 8,224 8,224 8,224 産業部企業立地推進課
3 企業立地促進事業 マニフェスト該当 18,498 4,018 9,069 産業部企業立地推進課
4 企業再投資促進事業 マニフェスト該当 147,482 363,205 0 産業部企業立地推進課
5 中小企業事業資金融資預託金 814,700 814,700 814,700 産業部商工観光課
6 新技術導入研修支援事業 180 180 180 産業部商工観光課

7事業 103,592 78,429 76,559
1 中小企業振興対策支援事業 マニフェスト該当 40,765 40,765 40,765 産業部商工観光課
2 信用保証料補助事業 26,000 26,000 26,000 産業部商工観光課
3 創業・経営支援相談事業 720 720 720 産業部商工観光課
4 商業団体等支援事業 24,962 3,399 3,729 産業部商工観光課
5 商店街連盟支援事業 1,545 1,545 1,545 産業部商工観光課
6 小規模事業者経営改善資金利子補給補助事業 800 800 800 産業部商工観光課
7 やる気満々商店街等支援事業 マニフェスト該当 8,800 5,200 3,000 産業部商工観光課

3事業 10,878 3,000 4,000
1 商店街ファサード整備事業 3,000 3,000 3,000 建設部都市計画課
2 中心市街地活性化事業 1,000 1,000 建設部都市計画課
3 中心市街地諏訪地区定住促進事業 6,878 建設部都市計画課

2事業 37,543 38,049 37,449
1 観光ルート整備事業 752 1,258 658 産業部商工観光課
2 観光協会支援事業 36,791 36,791 36,791 産業部商工観光課

4事業 66,770 66,770 66,770
1 職業能力開発専門学院支援事業 840 840 840 産業部商工観光課
2 若年者就労支援事業 530 530 530 産業部商工観光課
3 地域技能者活用事業 400 400 400 産業部商工観光課
4 勤労者福祉促進資金融資預託金 65,000 65,000 65,000 産業部商工観光課

5事業 16,060 18,803 16,060
1 無錫市新区交流事業 341 3,084 341 市民部市民協働国際課
2 キュパティーノ市親善使節団交流事業 4,855 4,855 4,855 市民部市民協働国際課
3 国際理解支援事業 1,401 1,401 1,401 市民部市民協働国際課
4 外国語版広報作成事業 588 588 588 市民部市民協働国際課

5 定住外国人児童等就学支援事業 8,875 8,875 8,875 市民部市民協働国際課

46事業 1,418,360 1,579,860 1,214,521

（単位：千円）【政策５】　産業・交流

施策⑤　観光の振興（Ｄゾーン）

施策⑥　雇用の安定と勤労者福祉の充実（Ｃゾーン）

施策⑦　国際化と国際交流の推進（Ｄゾーン）

【政策５】　計

事　　　　業　　　　名
施策①　農業の振興（Ｄゾーン）

施策②　工業の振興（Ｂゾーン）

施策③　商業の振興（Ｄゾーン）

施策④　中心市街地の活性化（Ｄゾーン）
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平成27年度平成28年度平成29年度 担当課
12事業 177,208 195,184 193,489

1 地区集会施設建設等支援事業 マニフェスト該当 2,760 19,733 19,733 市民部市民協働国際課
2 コミュニティリーダー養成支援事業 56 56 56 市民部市民協働国際課
3 地域活動等支援事業 128,310 128,310 128,310 市民部市民協働国際課
4 市民協働推進事業 1,000 1,000 1,000 市民部市民協働国際課
5 町内会加入促進事業 647 647 647 市民部市民協働国際課
6 市民活動講座事業 マニフェスト該当 226 226 226 市民部市民協働国際課
7 市民活動情報サイト運営事業 マニフェスト該当 350 350 350 市民部市民協働国際課
8 ＮＰＯ法人運営支援事業 マニフェスト該当 200 200 200 市民部市民協働国際課
9 市民活動推進事業 マニフェスト該当 385 2,385 885 市民部市民協働国際課
10 市民活動総合補償保険事業 マニフェスト該当 2,485 2,485 2,485 市民部市民協働国際課
11 ボランティア･市民活動センター事業 マニフェスト該当 38,881 37,884 37,884 市民部市民協働国際課
12 人権対策推進事業 1,908 1,908 1,713 市民部人権交通防犯課

1事業 4,377 2,219 2,219
1 男女共同参画推進事業 4,377 2,219 2,219 市民部人権交通防犯課

5事業 19,686 20,876 21,012
1 広報とよかわ作成事業 14,431 15,592 15,592 企画部秘書課
2 その他のメディア活用事業 1,597 1,597 1,597 企画部秘書課
3 広報機能強化事業 171 200 200 企画部秘書課
4 議会だより作成事業 2,554 2,554 2,690 議会事務局議事課
5 議会中継映像配信事業 933 933 933 議会事務局議事課

1事業 4,407 4,407 4,407
1 行政情報文字放送事業 4,407 4,407 4,407 企画部秘書課

4事業 205,316 273,799 274,989
1 住民情報システム再構築事業 158,149 170,207 170,207 企画部情報システム課
2 行政情報パソコンシンクライアント整備事業 7,337 12,334 13,524 企画部情報システム課
3 行政情報システム導入業務 34,892 86,320 86,320 企画部情報システム課
4 旅券発給事業 マニフェスト該当 4,938 4,938 4,938 市民部市民課

2事業 32,828 33,160 33,246
1 研修事業 マニフェスト該当 10,422 10,754 10,840 企画部人事課
2 臨時職員活用事業 マニフェスト該当 22,406 22,406 22,406 企画部人事課

1事業 503 0 0
1 広域連携共同滞納整理事業 503 総務部収納課

26事業 444,325 529,645 529,362

平成27年度 平成28年度 平成29年度

政　策　合　計　　（単位：千円） 241事業 14,754,217 14,496,120 13,399,166

【政策６】　行政・協働 （単位：千円）

施策⑦　健全な財政運営の推進（Ｃゾーン）

【政策６】　計

※合計には、【総合】住みよさに掲げた事業は含みません。

施策①　コミュニティ活動・市民活動の推進（Ｂゾーン）

施策②　男女共同参画社会の形成（Ｄゾーン）

施策③　開かれた市政の推進（Ｂゾーン）

施策④　地域情報化の推進（Ｄゾーン）

施策⑤　行政サービスの向上（Ｄゾーン）

施策⑥　職員の育成と適正な人員配置（Ｃ・Ｄゾーン）

事　　　　業　　　　名
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【施策別計画の見方】 

 

施策別の計画は、目標指標と実施計画事業で構成されています。 

 

■目標指標の見方 

 

 

 

 
 

 

 

■実施計画事業の見方 

※平成２７年度の一部事業については、平成２６年度３月補正で予算措置した国の経済対策事業を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-① 交通安全対策の強化

実績値 現状値 目標値 実施計画事業

1,408件 1,345件 1,230件

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

32.7% 30.6% 40%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

1,793人 1,640人 1,570件

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

［将来目標］　交通事故が減少し、交通事故による死傷者数が少ない安全なまちとなっています。

目標指標

交通事故年間発生件数

７事業
「歩行者にとっての道路の安全
性」市民満足度

交通事故年間死傷者数

【交通安全指導の強化】

1 交通安全指導隊支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間

新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要

計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画

会議・研修会 回 5 4 4 －

啓発パトロール 回 70 70 70 －

市主催イベント協力 延べ人 240 240 240 －

事業費 千円 4,404 4,443 4,404 －

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-13-911 負担金等

平成4年度～

継続

非該当

交通安全指導隊活動への支援

目標値を実現する手段です。 

基本計画の各施策にある「将来目標を実現する手段」です。 

実施計画事業

の名称です。 

一般会計、特別

会計、企業会計

の区分です。 

実施計画事業の

担当部課です。 

計画期間の初年度以降、初め

て予算措置する事業を新

規、それ以外を継続と区分 

細目番号や細目名

は、「予算に関する

説明書」と異なる場

合があります。 

平成 23 年度に策定

した市長マニフェス

ト工程計画事業の該

当区分です。 

第５次総合計画基本計画の体系に基づく

施策の整理番号です。 
施策の名称です。 

施策における向

こう３年度間の

実施計画事業数

です。 

施策の目標指標の名称です。 （ ）内は、目標指標数値の時点です。 

 

事業量の計画を数値で表しています。 

整備延長、開催回数などが記載してあ

ります。 

実施計画期間内の年度ごとの事業費の計画

と実施計画事業の全体計画事業費です。 

継続的に実施する事業については、全体計

画事業費は表示してありません。 



【総合】住みよさ
総合             住みよさ

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
89.4% 89.9% 92%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
-171人 53人 88人

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【まちづくり振興基金の活用】

1 豊川市まちづくり振興事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 27年度 28年度 全体計画

市民協働推進事業
町内会加入促進活動事業
いちのみや地域づくり推進事業
生物多様性保全事業
伝統芸能交流事業

計画事業数 5 5 5 －

事業費 千円 2,875 2,875 2,875 －

豊川市まちづくり振興基金積立金の運用益による地域振興事業の実施

一般会計 企画部企画政策課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成19年度～
継続
非該当

　新市の特色ある発展を図るため、合併特例債を活用してまちづくりのための基金を積み立て、その運用
益で新たなまちづくりに取り組みます。

［将来目標］　市民が住みよさに満足し、転入者が転出者を上回り、人口が増えています。

目標指標

「住みよいまち」市民満足度
１事業

転出入人口差
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【政策１】安全・安心①

１-① 交通安全対策の強化

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
1,408件 1,345件 1,230件

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）
32.7% 30.6% 40%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
1,793人 1,640人 1,570件

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

【交通安全指導の強化】

1 交通安全指導隊支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
会議・研修会 回 5 4 4 －
啓発パトロール 回 70 70 70 －
市主催イベント協力 延べ人 240 240 240 －
事業費 千円 4,404 4,443 4,404 －

2 交通指導員設置事業
会計区分 所管部課等

2-1-13-20 報酬等 実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
交通指導員 人 26 26 26 －
事業費 千円 30,074 30,346 30,367 －

【交通安全施設整備】

3 市道西方御津紡線拡幅改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
道路拡幅改良 ｍ 110 220 
用地買収 － 一式 －
負担金 － 一式 一式 －
物件補償費 － 一式 －
事業費 千円 6,200 24,000 40,000 116,000

道路改良工事（歩道設置工事）L=220m、W=6.5ｍ、設計委託１式

交通指導員を全小学校区に配置し、交通事故防止を図る

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-500
市内道路整備事業
費

平成24年度～平成29年度
継続
非該当

交通安全指導隊活動への支援

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目）

－

2-1-13-30
交通指導員設置事
業費

継続
非該当

　交通事故を減少させ、学校、警察署等関係団体と連携を図るとともに、校区ヒヤリ地図の危険箇所や通
学路の安全対策を行うため、交通安全施設や歩道の整備を推進します。

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-13-911 負担金等

平成4年度～
継続
非該当

［将来目標］　交通事故が減少し、交通事故による死傷者数が少ない安全なまちとなっています。

目標指標

交通事故年間発生件数

７事業
「歩行者にとっての道路の安全
性」市民満足度

交通事故年間死傷者数
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【政策１】安全・安心①

4 市道穂ノ原六角線（2）拡幅改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査委託 － －
用地買収 － 一式 一式 一式 －
物件補償費 － 一式 一式 一式 －
道路拡幅改良 ｍ 210 
事業費 千円 69,646 69,000 45,000 225,300

5 市道足山田大木線拡幅改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － －
用地買収 － 一式 一式 －
物件補償費 － 一式 一式 －
歩道設置負担金 － 一式 －
道路拡幅改良 ｍ 一式 630 
事業費 千円 12,886 14,750 50,000 162,430

6 市道行明牛久保線拡幅改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － 一式 一式 一式 －
用地買収 － 一式 －
物件補償費 － 一式 －
橋りょう改修工事 橋 1 
交差点改良工事 箇所 1 
事業費 千円 11,500 10,000 20,000 －

7 交通安全施設整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
カラー舗装 ㎡ 1,800 1,800 1,800 －
道路反射鏡 か所 56 60 60 －
防護柵 ｍ 500 500 500 －
事業費 千円 77,200 80,000 80,000 －

区画線、カラー舗装、防護柵、道路反射鏡、溝蓋等の交通安全施設の整備

一般会計 建設部道路維持課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-13-80
交通安全施設整備
事業

平成23年度～平成29年度
継続
該当

橋りょう改修工事 N=1橋　交差点改良工事 N=1箇所

一般会計 建設部道路維持課・道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-3-10
橋りょう整備事業
費

平成27年度～
新規
非該当

道路改良工事（歩道設置工事）L=630m、W=8.0ｍ、設計委託１式、用地買収・補償１式　

道路改良工事（歩道設置工事）L=210m、W=10.0ｍ、設計委託１式、用地買収・補償１式　

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-160
足山田大木線拡幅
改良事業費

平成26年度～平成31年度
継続
非該当

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-40
穂ノ原六角線（2）
拡幅改良事業費

平成21年度～平成30年度
継続
非該当
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【政策１】安全・安心②

１-② 防犯対策の強化

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
1,477件 983件 1,410件

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）
44.6% 44.3% 50%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【地域防犯体制の推進】

1 防犯啓発パトロール事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
（昼間）防犯啓発パトロール実施日数 日 243 244 245 －
深夜防犯パトロール実施日数 日 336 335 335 －
事業費 千円 10,786 10,786 10,786 －

【防犯施設の整備】

2 防犯灯設置支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
設置補助灯数 灯 770 770 770 －
事業費 千円 12,544 12,544 12,544 －

3 防犯カメラ設置費補助事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助金交付申請団体数 団体 2 2 2 －
事業費 千円 2,000 2,000 2,000 －

町内会等が設置する防犯カメラの設置等経費への一部支援

町内会が管理する防犯灯の設置等経費への一部支援

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-60 防犯対策事業費

平成27年度～
新規
非該当

防犯パトロールの実施

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-60 防犯対策事業費

－
継続
非該当

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-60 防犯対策事業費

平成22年度～
継続
非該当

　防犯対策を強化するため、新たに防犯カメラ設置費補助事業を行うとともに、防犯パトロールを継続して
実施し市民生活の安全確保に努めます。

［将来目標］　犯罪が起きにくいまちとなり、市民が安心して暮らしています。

目標指標

街頭犯罪等年間件数
３事業

「防犯対策」市民満足度
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【政策１】安全・安心③

１-③ 防災対策の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
31.0% 35.8% 50%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
40.9% 45.7% 60%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
64.9% 68.6% 90%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【防災意識の啓発】

1 防災啓発関係事業
会計区分 所管部課等

9-1-5-40 防災啓発関係費 実施期間
9-1-5-901 一般事務費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ボランティアコーディネーター養成講座 回 3 3 －
ボランティアコーディネーターフォローアップ研修 回 2 2 2 －
啓発用冊子 部 10,000 10,000 10,000 －
家具転倒防止器具取付 世帯 85 85 85 －
事業費 千円 1,158 998 1,158 －

【防災対策備蓄品等の整備】

2 三河臨海緑地避難用高台整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
高台整備工事 － 一式 一式 －
事業費 千円 18,000 78,182 133,000

3 密集市街地整備事業
会計区分 所管部課等

8-5-1-20 都市計画調査費 実施期間
9-1-5-901 一般事務費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
住民意向調査 － －
モデル地区選定業務 － －
モデル地区活動支援等 － 一式 一式 －
コミュニティ防災マップ作成 － 一式 －
地区防災計画作成 － 一式 －
事業費 千円 1,371 8,647 －

住民意向調査、モデル地区選定等による密集市街地の整備

三河臨海緑地における災害時の避難用高台整備

一般会計 建設部都市計画課・消防本部防災対策課

予算科目（款－項－目－細目）

平成26年度～
継続
非該当

防災意識の啓発活動

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-500
市内道路整備事業
費

平成24年度～平成28年度
継続
非該当

　南海トラフ巨大地震への対策として、防災マップの作成、研修の実施などによる防災意識の啓発に努め
るとともに、民間住宅の耐震診断及び耐震改修補助の拡充、密集市街地整備事業の実施により、災害に
強いまちづくりに取り組みます。

一般会計 消防本部防災対策課

予算科目（款－項－目－細目）

－
継続
非該当

［将来目標］　被害を最小限に抑えるために、行政と市民が協働して、不意の災害に備えています。

目標指標

「地震などに対する防災対策」市
民満足度

６事業
家具類の転倒防止をしている市民
の割合

民間住宅の耐震診断をしている市
民の割合
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【政策１】安全・安心③

4 御津２区避難誘導装置（のろしグナル）設置事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
実施設計業務委託 － 一式 －
監理委託 － 一式 －
避難誘導装置「のろしグナル」設置工事 － 一式 －
事業費 千円 29,189 29,189

【地域防災組織の育成・強化】

5 自主防災会活動推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
防災倉庫設置費補助 件 4 4 4 －
自主防災会防災訓練推進交付金 件 50 50 50 －
とよかわ防災リーダー養成講座 人 40 40 40 －
防災士資格取得費補助 人 5 5 5 －
事業費 千円 2,173 2,173 2,173 －

【民間住宅の耐震対策】

6 地震対策事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 民間住宅の耐震改修及び耐震診断補助
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
木造住宅耐震改修費補助 件 25 25 25 －
木造住宅耐震診断補助 件 240 240 240 －
非木造住宅耐震改修費補助 件 2 2 2 －
非木造住宅耐震診断補助 件 3 3 3 －
木造住宅解体費補助 件 10 10 10 －
耐震シェルター等整備費補助 件 2 2 2 －
段階的耐震改修費補助（１段目） 件 2 2 2 －
段階的耐震改修費補助（２段目） 件 2 2 2 －
住宅リフォーム工事費補助 件 25 25 25 －
大規模建築物耐震診断費補助 件 2 －
事業費 千円 67,586 54,284 54,284 －

地域での自主防災活動の支援

一般会計 建設部建築課

予算科目（款－項－目－細目） 8-1-1-60 地震対策事業費

－
継続
非該当

御津２区に埋立整備中の高台へ災害情報伝達システム避難誘導装置（のろしグナル）の設置

一般会計 消防本部防災対策課

予算科目（款－項－目－細目） 9-1-5-50
自主防災会活動推
進費

－
継続
該当

一般会計 消防本部防災対策課

予算科目（款－項－目－細目）

平成28年度
新規
非該当

－
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【政策１】安全・安心④

１-④ 消防体制の充実

［将来目標］　消防体制が充実し、市民の暮らしが守られています。

実績値 現状値 目標値 実施計画事業

66件 72件 60件

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

17人 7人 3人

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

【消防車両の整備】

1 消防車両整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
小型動力ポンプ付積載車 台 2 1 1 －
化学車 台 －
消防ポンプ自動車 台 1 1 －
はしご車 台 1 －
資材搬送車 台 1 －
連絡車・防火広報車 台 1 1 1 －
査察車・査察指導車 台 2 －
本部車 台 1 －
災害支援車 台 1 －
屈折はしご車ＯＨ 台 1 －
事業費 千円 40,100 34,890 288,100 －

【消防水利の整備】

2 耐震性防火水槽整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 耐震性防火水槽設置工事
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
耐震性防火水槽 基 2 3 3 －
事業費 千円 13,000 16,650 16,650 －

3 無蓋防火水槽コンクリート蓋取付整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
無蓋防火水槽コンクリート蓋取付 基 7 7 7 －
事業費 千円 8,500 8,500 8,500 －

無蓋防火水槽へのコンクリート蓋の設置

一般会計 消防本部総務課

予算科目（款－項－目－細目） 9-1-3-10 施設整備費

平成25年度～
継続
非該当

消防車両の更新

一般会計 消防本部総務課

予算科目（款－項－目－細目） 9-1-3-20
耐震性防火水槽整
備費

－
継続
非該当

一般会計 消防本部総務課

予算科目（款－項－目－細目） 9-1-3-50 消防車両等購入費

－
継続
非該当

目標指標

管内の火災の発生件数

５事業

管内の火災による年間死傷者数

　消防車両や消防水利などの施設整備を図るとともに、消防団活動を強化し、消防体制の充実に取り組み
ます。
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【政策１】安全・安心④

【消防施設の整備】

4 支援消防団（機能別消防団）活動事業
会計区分 所管部課等

9-1-2-40 消防団活動経費 実施期間
9-1-2-60 消防団員関係経費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要 消防団活動の強化
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
支援団員 人 78 78 78 －
事業費 千円 3,068 3,068 3,068 －

5 自警団施設等整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 自警団施設や設備の整備に対する補助金
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助金 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 350 350 350 －

一般会計 消防本部総務課

予算科目（款－項－目－細目） 9-1-2-911 負担金等

－
継続
該当

一般会計 消防本部総務課

予算科目（款－項－目－細目）

平成20年度～
継続
該当
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【政策１】安全・安心⑤

１-⑤ 救急体制の充実

［将来目標］　救急活動が迅速に行われ、市民の生命が守られています。

実績値 現状値 目標値 実施計画事業

7.9分 8.4分 6.5分

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

59.3% 57.9% 75%

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

1 高規格救急車整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
更新車両数 両 1 －
事業費 千円 29,000 －

高規格救急車の更新、新規購入

一般会計 消防本部総務課

予算科目（款－項－目－細目） 9-1-3-50 消防車両等購入費

－
継続
非該当

目標指標

管内の救急車平均到着時間
１事業

管内の搬送された心肺停止状態者に
対する市民による応急手当実施率

　　高規格救急車の配備など救急車両や救急施設の整備を図り、救急体制の充実に取り組みます。
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【政策１】安全・安心⑥

１-⑥ 地球環境の保全

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
526.1% 519.5% 547%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
1.124t-CO2 1.163t-CO2 1.113t-CO2

（平成21年度値） （平成23年度値） （平成25年度値）

【地球にやさしいエネルギーの導入】

1 再生可能エネルギー活用整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 太陽光発電システムの公共施設への設置
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
実施設計 － －
音羽支所太陽光パネル設置 か所 1 －
事業費 千円 32,735 －

【地球環境保全意識の啓発】

2 環境学習推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
緑のカーテン事業 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 1,071 1,071 1,071 －

3 地球温暖化対策事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 太陽光発電システム設置に対する補助
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
太陽光発電システム設置補助 基 200 100 100 －
事業費 千円 16,000 8,000 8,000 －

緑のカーテン事業

一般会計 環境部環境課

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-10-100
地球温暖化対策事
業費

平成21年度～
継続
該当

一般会計 環境部環境課

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-10-60
環境学習推進事業
費

平成22年度～
継続
該当

一般会計 環境部環境課

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-10-150

再生可能エネル
ギー活用整備事業
費

平成24年度～平成27年度
継続
該当

　市民一人ひとりが地球環境に負荷をかけないように、太陽光パネルの公共施設への設置などによる再
生可能エネルギーの活用を実施するとともに、省資源、省エネなどの啓発やクリーンエネルギーの推進に
努めます。また、森林について、地球温暖化の原因とされる温室効果ガスのひとつである二酸化炭素の吸
収源として期待されることから、その機能維持のため林道整備に努めます。

［将来目標］　市民が、地球環境に優しい生活を心掛けています。

目標指標

「省エネや環境に負荷をかけないた
めの心掛け」全項目の実施率合計

６事業
市民１人当たりの家庭生活による
二酸化炭素年度間排出量
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【政策１】安全・安心⑥

4 生物多様性保全事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
里山等調査 回 7 7 7 －
生物多様性保全団体育成 団体 1 1 1 －
生物多様性保全リーダー養成講座 回 3 10 3 －
生物多様性保全事業 回 1 1 1 －
事業費 千円 401 401 401 －

【森林環境の保全】

5 林道開設事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 林道の開設事業
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
開設工事（城山線） ｍ 120 30 －
事業費 千円 20,429 5,159 －

6 小規模林道事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 林道の舗装事業
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
舗装工事（本宮山線） ｍ 246 300 300 －
事業費 千円 5,151 5,151 5,151 －

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-2-1-20 小規模林道事業費

平成18年度～
継続
非該当

生物多様性保全事業

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-2-1-10 林道開設事業費

平成18年度～
継続
非該当

一般会計 環境部環境課

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-10-110
生物多様性保全事
業費

平成21年度～
継続
非該当
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【政策１】安全・安心⑦

１-⑦ ごみの減量化の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
総量 1,053g 1,079g 1,067g
うち
資源回収 197g 185g 273g

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

10,503円 10,369円 9,878円
（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【ごみの分別・資源回収】

1 再生資源回収事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
資源回収量 ｔ 10,932 10,857 10,788 －
事業費 千円 229,191 229,191 229,191 －

2 有価物回収支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 市民団体による有価物回収への補助
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
有価物回収量 ｔ 2,333 2,523 2,577 －
事業費 千円 10,500 11,400 11,600 －

3 生ごみ処理機購入支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 生ごみ処理機購入に対する補助
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
生ごみ処理機購入費補助 台 40 40 40 －
事業費 千円 600 600 600 －

一般会計 環境部清掃事業課

予算科目（款－項－目－細目） 4-2-1-40
ごみ減量推進事業
費

平成22年度～
継続
非該当

資源（古紙、古布、缶、びん、ペットボトル、白色トレー）回収業務委託

一般会計 環境部清掃事業課

予算科目（款－項－目－細目） 4-2-1-50
有価物回収事業費
補助金

－
継続
非該当

一般会計 環境部清掃事業課

予算科目（款－項－目－細目） 4-2-1-40
ごみ減量推進事業
費

－
継続
非該当

　増加するごみ排出量を抑制するために、再生資源回収事業、市民団体による有価物回収事業や生ごみ
処理機購入に対する補助を推進します。
　また、焼却処理している刈り草及び剪定枝を堆肥化するための施設整備を図り資源化を進めることで、
焼却施設の負担を軽減させます。加えて、焼却施設の基幹設備を改良することで清掃工場の長寿命化と
効率性の向上を図り、将来にわたるトータルコストの抑制に努めます。

［将来目標］　ごみの減量化が推進され、適正で低コストなごみ処理がされています。

目標指標

市民1日1人当たりごみ排出
量

６事業

市民1人当たりの年度間ごみ処理費
用
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【政策１】安全・安心⑦

【ごみ処理施設の効率的な運営】

4 資源化施設整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
施設整備監理委託 － 一式 一式 －
施設整備工事 － 一式 一式 －
事業費 千円 未定 未定 未定

5 焼却灰の埋立処理事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
焼却灰最終処分場管理運営 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 3,348 3,348 3,348 －

6 清掃工場長寿命化事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
Ａ棟基幹的設備改良工事 － 一式 一式 一式 －
Ｂ棟基幹的設備改良工事 － 一式 一式 一式 －
Ｂ棟大規模整備工事 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 760,920 1,134,046 677,448 3,721,748

清掃工場のごみ焼却施設の長寿命化

一宮最終処分場への焼却灰の埋立処理

一般会計 環境部清掃事業課

予算科目（款－項－目－細目） 4-2-3-10 管理運営費

平成27年度～
新規
非該当

刈り草・剪定枝の堆肥化を図る施設、不燃ごみ及び資源選別施設、紙回収拠点施設の整備

一般会計 環境部清掃事業課

予算科目（款－項－目－細目） 4-2-2-50
焼却灰最終処分場
管理運営費

平成23年度～
継続
非該当

一般会計 環境部清掃事業課

予算科目（款－項－目－細目） 4-2-5-10
資源化施設整備事
業費

平成20年度～平成28年度
継続
非該当
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【政策１】安全・安心⑧

１-⑧ 衛生環境の向上

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
69.3% 71.6% 69%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
580件 813件 425件

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【不法投棄の防止】

1 資源持ち去り及びポイ捨て防止事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
防止事業 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 5,078 5,078 5,078 －

定期パトロールによる指導啓発

一般会計 環境部清掃事業課

予算科目（款－項－目－細目） 4-2-1-020 指導啓発費

平成22年度～
継続
非該当

　資源持ち去り及びポイ捨て防止パトロールの実施により、不法投棄を未然に防止します。

［将来目標］　衛生的な環境が保たれ、市民が快適に暮らしています。

目標指標

「生活における衛生環境」市民満足度

１事業
不法投棄年度間件数
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【政策１】安全・安心⑨

１-⑨ 排水対策の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
71.9% 73.9% 80%

（H23.3.31値） （H25.3.31値） （H27.3.31値）
90.7% 91.1% 93%

（H23.3.31値） （H25.3.31値） （H27.3.31値）
95.7% 95.9% 96%

（H23.3.31値） （H25.3.31値） （H27.3.31値）
佐奈川 2.2mg/ℓ 1.7mg/ℓ 6.0mg/ℓ
音羽川 1.8mg/ℓ 0.9mg/ℓ 2.0mg/ℓ

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【生活排水の処理方法の普及】

1 浄化槽設置支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
浄化槽整備費補助（５人槽） 基 10 10 10 －
浄化槽整備費補助（７人槽） 基 10 10 10 －
浄化槽整備費補助（１０人槽） 基 1 1 1 －
事業費 千円 8,008 8,008 8,008 －

【公共下水道の整備】

2 国庫補助公共下水道整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
整備量 ｍ 10,018 10,110 9,027 －
事業費 千円 869,039 785,000 720,000 －

3 特定環境保全公共下水道整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
整備量 ｍ 1,118 1,753 2,478 －
事業費 千円 95,587 134,000 182,000 －

合併処理浄化槽設置費への支援

特別会計 上下水道部下水管理課・下水整備課

該当
市街化区域における公共下水道拡張整備事業（設計、工事、補償等）

特別会計 上下水道部下水管理課・下水整備課

市街化調整区域における公共下水道拡張整備事業（設計、工事、補償等）

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-1-104
特定環境保全公共
下水道整備事業費

昭和47年度～平成30年度
継続
該当

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-1-101
国庫補助公共下水
道整備事業費

昭和47年度～平成30年度
継続

　生活排水の適正処理及び水環境の保全のため、浄化槽の普及や計画的な公共下水道の整備、雨水浸
透施設の築造、雨水貯留施設設置の推進など、効果的な排水対策に取り組みます。

一般会計 環境部環境課

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-10-90 浄化槽普及事業費

平成22年度～
継続
非該当

［将来目標］　生活排水が適正に処理され、河川などの水環境が保全されています。

目標指標

公共下水道普及率　

７事業

公共下水道接続率　

農業集落排水接続率　

市内の主要河川の水質状況
（BOD値）
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【政策１】安全・安心⑨

4 単独公共下水道整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
整備量 ｍ 7,623 7,708 8,865 －
事業費 千円 513,129 616,000 665,000 －

【雨水の貯留】

5 雨水浸透施設築造事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
整備量 ｍ 750 800 800 20,450
事業費 千円 36,000 36,000 36,000 896,700

6 雨水浸透桝設置支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別

2-1-1-103 単独公共下水道整備事業費 マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
雨水浸透桝設置基数 基 12 12 12 －
事業費 千円 180 180 180 －

7 雨水貯留施設設置・転用費支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別

2-1-1-103 単独公共下水道整備事業費 マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
雨水貯留タンク設置基数 基 29 29 29 －
浄化槽雨水貯留施設転用件数 件 8 8 8 －
事業費 千円 1,325 1,325 1,325 －

雨水貯留タンク設置・浄化槽の雨水貯留施設転用の設置費支援

非該当
雨水浸透桝の設置支援

特別会計 上下水道部下水管理課

特別会計 上下水道部下水管理課

予算科目（款－項－目－細目）
2-1-1-101

国庫補助公共下水
道整備事業費

平成16年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目）
2-1-1-101

国庫補助公共下水
道整備事業費

平成16年度～
継続

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-1-103
単独公共下水道整
備事業費

昭和47年度～平成30年度

雨水浸透施設の設置（蔵子・桜町地区、豊川東部地区、御油地区、牛久保・蔵子地区、帯川地区、小坂井地区）

該当
市街化区域における公共下水道拡張整備事業（設計、工事、補償等）

特別会計 上下水道部下水管理課・下水整備課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-1-102
国庫補助水環境整
備下水道事業費

平成15年度～平成32年度
継続
非該当

継続

特別会計 上下水道部下水管理課・下水整備課
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【政策１】安全・安心⑩

１-⑩ 水の安定供給

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
82.5% 83.7% 82.3%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
92.5% 92.7% 93.5%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

77件 55件 67件
（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【取水浄水施設の整備】　【配水施設の整備】　【緊急時の配水対策】　【経年管の布設替】

1 配水管整備事業
会計区分 所管部課等

1-1-3-13 委託料 実施期間
1-1-3-21 工事請負費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要 主要幹線耐震布設替工事、区画整理等に伴う配水管の新設など
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
配水管整備工事 ｍ 15,520 13,750 12,850 －
経年管布設替工事 ｍ 7,790 5,510 5,680 －
事業費 千円 1,368,948 1,305,903 1,291,004 －

2 水道施設整備事業
会計区分 所管部課等

1-1-2-13 委託料 実施期間
1-1-2-60 施設費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要 水道施設の計画的な更新及び耐震補強工事等の実施など
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
水道施設整備事業 か所 8 1 4 －
水道施設耐震整備工事 か所 －
水道施設更新工事 か所 4 7 1 －
事業費 千円 348,944 378,300 343,000 －

企業会計 上下水道部水道業務課・水道整備課

予算科目（款－項－目－細目）

－
継続
非該当

　安全でおいしい水を安定して供給するため、豊川市水道ビジョンに基づき配水管や水道施設などの計画
的な整備を行います。

企業会計 上下水道部水道業務課・水道整備課

予算科目（款－項－目－細目）

－
継続
非該当

［将来目標］　安全でおいしい水が、安定して供給されています。

目標指標

「水道水の安全・安定供給」市民満足度

２事業有収率

年度間の漏水修繕件数
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【政策２】健康・福祉①

２-① 健康づくりの推進

［将来目標］　市民自らが積極的に健康管理を行い、誰もが元気よく生き生きと暮らしています。

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
45.9% 45.2% 50%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
269,168円 286,092円 301,400円

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年値）
374,334円 362,961円 345,800円

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年値）
28.6% 30.8％ 75%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

※　特定健診は平成20年度から実施

【健康診査の実施】

1 特定健康診査・特定保健指導・脳ドック事業
会計区分 所管部課等

8-1-1-101
特定健康診査等事業
費（国民健康保険） 実施期間

8-2-1-103
脳ドック事業費
（国民健康保険） 新規・継続の別

3-1-1-101
保健事業費
（後期高齢者医療）

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
特定健康診査集団健診 人 5,849 6,153 6,293 －
特定健康診査個別健診 人 5,849 6,153 6,293 －
特定保健指導利用者数 人 575 644 673 －
脳ドック（国民健康保険） 人 180 190 200 －
脳ドック（後期高齢者医療） 人 20 20 20 －
事業費 千円 100,046 104,851 107,084 －

2 健康診査事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
基本健康診査 人 567 567 567 －
肺がん検診 人 13,523 13,523 13,523 －
胃がん検診 人 7,311 7,311 7,311 －
大腸がん検診 人 11,520 11,520 11,520 －
乳がん検診(マンモ） 人 3,703 3,703 3,703 －
子宮頸がん検診 人 3,320 3,320 3,320 －
前立腺がん検診 人 940 940 940 －
肝炎検査 人 1,001 1,001 1,001 －
歯科健康診査 人 3,050 3,050 3,050 －
骨粗しょう症検診 人 599 599 599 －
事業費 千円 221,806 221,806 221,806 －

がんの早期発見や生活習慣病を予防するための集団・個別健診の実施

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-50 健康診査事業費

昭和58年度～
継続
非該当

特別会計 健康福祉部保険年金課

特定健康診査・特定保健指導・脳ドックの実施

予算科目（款－項－目－細目）

平成11年度～

継続

非該当

目標指標

定期的な健康診断を受け、健康管
理に努めている市民の割合

５事業

国民健康保険被保険者1人当たりの
年度間療養諸費費用額

国民健康保険退職被保険者等1人当
たりの年度間療養諸費費用額

国民健康保険被保険者の特定健診
の実施率　※

　市民一人ひとりが病気の予防に努めながら、しあわせな生涯を送ることができるよう、健康診査の充実
や、ケースに応じた健康指導を実施します。また、健康マイレージ事業などの実施による健康づくり意識の
啓発と、小学校等におけるフッ化物洗口などの推進による虫歯予防に取り組みます。
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【政策２】健康・福祉①

【ケースに応じた健康指導の実施】

3 成人保健事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
生活習慣予防講演会等 回 5 5 5 －
身体活動教室 クール 41 41 41 －
栄養教室 クール 30 30 30 －
こころの健康講演会 回 4 4 4 －
食べ方と栄養相談 回 24 24 24 －
保健師による健康相談 回 24 24 24 －
こころの健康相談 回 48 48 48 －
こころの電話相談 人 735 735 735 －
事業費 千円 3,405 3,405 3,405 －

【健康づくり意識の啓発】

4 健康づくり地域活動推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
健康づくり推進員養成講座の実施 回 7 7 7 －
健康づくり推進員総会等 回 6 6 6 －
健康づくり推進員活動 人 2,400 2,400 2,400 －
「健康体操の集い」参加者 人 650 650 650 －
健康体操グループ再教育 回 1 1 1 －
健康マイレージ・チャレンジカード配布 枚 4,000 4,000 4,000 －
運動・栄養・ピタコチョキャラバン隊活動支援 回 45 45 45 －
フッ化物洗口実施（保育園、幼稚園、小学校） 箇所 24 26 28 －
事業費 千円 585 585 585 －

5 健康づくり事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ほけん特集号の配布 部 61,500 61,500 61,500 －
全自動血圧計の配置 か所 29 29 29 －
保健対策推進協議会の開催 回 2 2 2 －
事業費 千円 992 992 992 －

各種検診（健診）・予防接種等の情報提供及び健康づくりの啓発

健康づくり推進員の養成、地区組織活動の支援、健康体操の普及等

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-20 健康づくり事業費

昭和60年度～
継続
非該当

健康教室・相談等を実施　

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-60
健康づくり地域活動
推進事業費

平成2年度～
継続
非該当

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-40 成人保健事業費

昭和58年度～
継続
非該当

38



【政策２】健康・福祉②

２-② 地域医療体制の充実

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
35.2% 35.6% 36%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

52.3% 62.9% 55%
（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【安全で安心、人にやさしい病院の整備】

1 医療機器の更新・先進的機器の導入事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
医療機器の更新及び導入 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 100,500 100,500 200,500 －

【１次救急医療の充実】

2 休日夜間急病診療所運営支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
診療所の運営 か所 1 1 1 －
事業費 千円 71,845 71,845 71,845 －

3 在宅当番医制運営支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 在宅当番医制の運営
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
在宅当番制への運営補助 － 一式 一式 一式 －
休日夜間診療所（歯科）への運営補助 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 14,472 14,472 14,472 －

休日夜間急病診療所（内科・小児科）の運営

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-1-10 在宅当番医制運営費

平成5年度～
継続
非該当

老朽化した医療機器の更新及び高度医療機器の充実

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-5-10 管理運営費

昭和56年度～
継続
非該当

企業会計 市民病院

予算科目（款－項－目－細目） －
昭和21年度～
継続
非該当

　在宅医療・介護の一体的な提供を図るため、在宅医療連携拠点推進事業を推進するとともに、新市民病
院を始めとした地域医療体制の充実化に努め、市民が安心して暮らせるまちをつくります。

［将来目標］　地域完結型医療の提供と医療の質の向上により、市民がいつでも安心して適切な医療が受
けられます。

目標指標

市民病院への患者紹介率
４事業

「医療環境」市民満足度
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【政策２】健康・福祉②

【在宅医療連携の推進】

4 在宅医療連携拠点推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要

計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
在宅医療連携推進協議会・同検討部会 回 4 4 4 －
在宅医療相談窓口 か所 5 10 15 －
電子連絡帳端末導入 － 一式 一式 一式 －
カンファレンス実施 回 300 400 500 －
人材育成に係る研修等 人 250 300 350 －
住民への普及啓発 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 4,100 3,898 3,898 －

在宅医療と介護の一体的かつ包括的な連携を図る各種取組みの実施
（県から委託のモデル事業として平成28年度まで実施し、以後は市事業として実施）

一般会計 健康福祉部介護高齢課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-3-220
地域包括ケアモデ
ル事業費

平成25年度～
継続
非該当
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【政策２】健康・福祉③

２-③ 子育て支援の推進

［将来目標］　安心して子どもを生み育てやすい環境が整っています。

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
45.2% 46.7% 60%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
1.53 1.57 1.50 

（平成21年値） （平成23年値） （平成25年値）
93.0% 92.8% 94.0%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【児童館の整備】

1 児童館建設事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
建設工事 － 一式 90,290 
実施設計業務委託 － 9,573 
事業費 千円 90,290 99,863 

【保育サービスの充実】

2 特別保育事業（障害児保育事業）
会計区分 所管部課等

3-2-2-20 臨時職員給等 実施期間
3-2-2-30 公立保育所施設整備費 新規・継続の別
3-2-3-20 民間保育所運営費補助金等 マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
実施園 園 20 20 20 －
クラス クラス 88 93 98 －
事業費 千円 343,620 366,254 388,869 －

3 特別保育事業（延長保育、一時保育、休日保育）
会計区分 所管部課等

3-2-2-20 臨時職員給等 実施期間
3-2-3-10 民間保育所運営費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
延長保育 園 16 16 16 －
一時的保育 園 12 12 12 －
休日保育 園 1 1 1 －
事業費 千円 305,107 305,107 305,107 －

延長保育、一時的保育、休日保育の実施

予算科目（款－項－目－細目）

－
継続
非該当

あかさか児童館の建替

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目）

昭和50年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-8-30
あかさか児童館改
築事業費

平成24年度～
継続
該当

障害児保育の実施

一般会計 健康福祉部子ども課

目標指標

「子どもを生み、育てる環境」市
民満足度

１９事業合計特殊出生率

子育てを前向きに捉える親の割合

　子どもや子育てを支援する環境の拡充を図るため、児童館の整備・充実を進めます。また、安全・安心な
保育環境を整備するため、公立保育園への防犯カメラの設置を進めます。さらに、子育てにかかる経費負
担の軽減、保育サービスの充実や子育て支援に関する情報や交流の場の提供など地域における子育て
支援事業、乳幼児健診や産後健康診査など母子の健康の確保と増進を図る事業を実施します。

一般会計 健康福祉部子ども課
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【政策２】健康・福祉③

4 放課後児童健全育成事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
委託するクラブ か所 28 28 28 －
補助するクラブ か所 6 6 6 －
利用児童 人 15,360 15,360 15,360 －
事業費 千円 255,104 255,104 255,104 －

5 病後児保育事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
事業委託 か所 1 1 1 －
利用登録者 人 400 400 400 －
事業費 千円 7,877 7,877 7,877 －

6 保育所防犯カメラ整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
防犯カメラ設置 園 8 8 25
事業費 千円 10,400 11,320 32,845 

【育児情報、交流の場の提供】

7 子育て支援センター事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
育児相談 人 600 600 600 －
情報紙「ブーフーウー」発行 回 6 6 6 －
ブーフーウー教室 延回 40 40 40 －
集団親子遊び教室 回 4 4 4 －
あおぞら教室 回 8 8 8 －
子育てサポーター養成講座 人 20 20 20 －
事業費 千円 10,205 10,205 10,205 －

8 つどいの広場事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
つどいの広場運営 か所 1 1 1 －
事業費 千円 6,265 6,265 6,265 －

子育て中の親が交流、情報交換、相談できる場の運営

子育てに関する相談、情報提供の場の運営

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-7-40 つどいの広場事業費

平成17年度～
継続
非該当

公立保育園への防犯カメラの設置

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-7-10 管理運営費

平成10年度～
継続
非該当

市内の医療機関での病後児保育の実施

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-2-10 管理運営費

平成26年度～平成28年度
継続
非該当

児童クラブの設置運営

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-3-20
民間保育所運営費
補助金等

平成20年度～
継続
非該当

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-1-50
放課後児童健全育
成事業費

平成4年度～
継続
該当
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【政策２】健康・福祉③

9 ファミリーサポートセンター事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
依頼会員 人 560 590 620 －
援助会員・両方会員 人 245 260 275 －
援助活動 件 3,490 3,670 3,850 －
説明会・講習会開催 回 3 3 3 －
会員相互交流 回 1 1 1 －
事業費 千円 4,047 3,716 3,716 －

10 子ども・若者支援事業
会計区分 所管部課等

10-4-4-10 報酬等 実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
相談件数 件 200 250 300 －
子ども・若者支援地域協議会の開催回数 回 3 3 3 －
事業費 千円 3,213 3,033 3,033 －

11 ちびっこ広場整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ちびっ子広場整備 か所 1 －
事業費 千円 7,076 －

【母子の健康づくり】

12 こんにちは赤ちゃん事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
看護師訪問 人 1,500 1,500 1,500 －
保健センター保健師訪問 人 200 200 200 －
訪問後フォロー 人 40 40 40 －
事業費 千円 4,894 4,878 4,894 －

13 母子保健事業（妊婦健康診査事業）
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
受診券交付 枚 28,000 28,000 28,000 －
受診券利用 枚 22,000 22,000 22,000 －
受診券利用 人 1,850 1,850 1,850 －
健診後の健康管理 人 20 20 20 －
事業費 千円 170,310 170,310 170,310 －

妊婦健康診査の費用の助成

育児環境の把握及び健全な育児環境の確保

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-70 母子保健事業費

昭和53年度～
継続
該当

ちびっ子広場の整備

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-10
こんにちは赤ちゃ
ん事業費

平成19年度～
継続
非該当

困難を有する子どもや若者の相談支援の実施

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-500
児童遊園等整備事
業費

－
継続
非該当

子育ての援助を依頼する会員と援助する会員相互のコーディネートの実施

一般会計 教育委員会生涯学習課

予算科目（款－項－目－細目）

平成27年度～

10-4-4-20 管理運営費
新規
非該当

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-7-30
ファミリーサポー
トセンター事業費

平成14年度～
継続
非該当
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【政策２】健康・福祉③

14 母子保健事業（産後健康診査事業）
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
受診券交付 枚 1,800 1,800 1,800 －
事業費 千円 9,108 9,108 9,108 －

15 母子保健事業（乳幼児健康診査事業）
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
乳児健康診査 人 3,350 3,350 3,350 －
４か月児健康診査 人 1,800 1,800 1,800 －
１歳６か月児健康診査 人 1,800 1,800 1,800 －
２歳児歯科健康診査 人 1,800 1,800 1,800 －
３歳児健康診査 人 1,800 1,800 1,800 －
事業費 千円 37,030 36,981 36,981 －

16 母子保健事業（その他）
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
母子健康手帳 人 2,000 2,000 2,000 －
定例地区育児相談 回 58 58 58 －
経過観察相談 回 163 163 163 －
子育て教室 回 220 220 220 －
妊産婦教室 回 32 32 32 －
思春期教室 校 30 30 30 －

ふれあい体験 校
小学校 8
中学校 5

小学校 8
中学校 5

小学校 8
中学校 5

－

一般不妊治療費助成 人 130 130 130 －
家庭訪問･面接 延人 1,030 1,030 1,030 －
未熟児養育医療費助成 件 88 88 88 －
事業費 千円 17,217 17,217 17,217 －

【子育て経費の軽減】

17 子ども医療費支給事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
就学前（通院・入院）助成 件 211,464 211,464 211,464 －
小・中学生（通院）助成 件 179,957 179,957 179,957 －
小・中学生（入院）助成 件 322 322 322 －
事業費 千円 827,593 827,593 827,593 －

子どもの入院・通院に係る保険診療自己負担分に対する助成

母子の健康教育事業や相談事業の実施

一般会計 健康福祉部保険年金課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-1-130 福祉医療費

昭和48年度～
継続
該当

定期的な乳幼児健康診査の実施

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-70 母子保健事業費

昭和53年度～
継続
非該当

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-70 母子保健事業費

昭和53年度～
継続
非該当

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-3-70 母子保健事業費

平成27年度～
新規
該当

産後健康診査の費用の助成
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【政策２】健康・福祉③

18 予防接種事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
子宮頸がん予防ワクチン 人 20 20 20 －
子宮頸がん予防ワクチン 回 60 60 60 －
ヒブワクチン 人 1,847 1,847 1,847 －
ヒブワクチン 回 6,900 6,900 6,900 －
小児用肺炎球菌ワクチン 人 1,866 1,866 1,866 －
小児用肺炎球菌ワクチン 回 6,900 6,900 6,900 －
事業費 千円 145,857 145,857 145,857 －

19 私立幼稚園就園奨励事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
対象児童 人 1,431 1,431 1,431 －
事業費 千円 162,843 162,843 162,843 －

私立幼稚園の入園料及び保育料を減免する就園奨励助成

子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの接種費の助成

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-1-110 私立幼稚園助成費

平成18年度～
継続
非該当

一般会計 健康福祉部保健センター

予算科目（款－項－目－細目） 4-1-2-10 予防接種事業費

平成22年度～
継続
該当
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【政策２】健康・福祉④

２-④ 高齢者福祉の推進

［将来目標］　高齢者が自立し、生きがいのある生活を送っています。

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
86.7% 85.9% 84%

（H22.10.1値） （H24.10.1値） （H26.10.1値）
59.6% 61.2% 64%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【介護予防と自立支援】

1 包括的支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
包括支援センターの運営 か所 4 4 4 －
介護予防ケアマネジメント 件 1,650 1,730 1,810 －
総合相談支援 － 一式 一式 一式 －
権利擁護 － 一式 一式 一式 －
包括的・継続的ケアマネジメント支援 － 一式 一式 一式 －
認知症施策 － 一式 一式 一式 －
生活支援サービス － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 176,040 180,765 191,734 －

2 地域包括ケアモデル事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要

計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
地域包括ケア推進協議会 回 8 8 －
地域ケア会議 回 3 4 －
個別ケア会議 回 5 6 －
住民への啓発事業 － 一式 一式 －
事業費 千円 5,665 6,741 －

医療、介護等の連携による地域包括ケアシステムの構築
（平成29年度から包括的支援事業に移行）

地域包括支援センター等が行う地域包括ケア事業

一般会計 健康福祉部介護高齢課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-3-220
地域包括ケアモデ
ル事業費

平成26年度～平成28年度
継続
非該当

特別会計 健康福祉部介護高齢課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-1-101 包括的支援事業費

平成18年度～
継続
非該当

目標指標

自立高齢者の割合
７事業

60歳以上で習い事や趣味の活動を
している人の割合

　高齢者がいつまでも健康で、生きがいをもち、家庭や住み慣れた地域で自立した生活を送ることができる
よう地域包括ケアシステムの構築に向けて、認知症予防教室（脳ちから塾）や運動器機能向上教室など介
護予防事業を実施するとともに、高齢者相談センターを中心に地域支援事業を推進します。また、高齢者
の生きがいのある環境を提供するため、三世代交流など各種社会参加事業に取り組みます。あわせて、
社会参加を促進するため、高齢者交通料金助成事業を実施します。
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【政策２】健康・福祉④

3 二次予防施策事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要

計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ちから塾 人 147 147 147 －
運動器機能向上教室（マシーン有） 回 36 36 36 －
運動器機能向上教室（マシーン無） 回 72 144 216 －
脳ちから塾（二次予防） 回 40 40 40 －
栄養改善事業 食 140 140 140 －
家庭訪問 回 200 200 200 －
事業費 千円 22,329 25,344 27,301 －

4 一次予防施策事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要

計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
体力テスト 回 4 4 4 －
たまり場 回 69 69 69 －
６５歳これから講座 回 32 32 32 －
８０２０目指そう会 回 2 2 2 －
いつまでもいきいき講座 回 62 62 62 －
脳ちから塾（一次予防） 回 40 40 40 －
家庭訪問 回 30 30 30 －
健康相談 回 30 30 30 －
事業費 千円 4,971 4,971 4,971 －

5 任意事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
家族介護支援介護用品給付 人 74 88 105 －
成年後見制度利用支援 人 4 4 4 －
高齢者住宅等安心確保 戸 89 89 97 －
介護相談員派遣 人 4 4 4 －
徘徊高齢者情報提供サービス 人 20 20 20 －
まごころ給食サービス 食 22,800 22,800 22,800 －
介護給付費適正化対策 件 5,100 5,100 5,100 －
住宅改修支援 件 2 2 2 －
家族介護慰労金支給 人 4 4 4 －
認知症高齢者見守り 人 1,800 1,800 1,800 －
高齢者地域見守りネットワーク 人 500 525 525 －
生活管理指導員派遣 日 86 86 86 －
事業費 千円 13,398 13,398 13,398 －

心身機能維持や活動参加などの介護予防事業
（平成29年度から一般介護予防事業に移行）

家族介護支援や介護相談員派遣などの支援事業

介護予防に関する知識の啓発及び活動の支援
（平成29年度から一般介護予防事業に移行）

特別会計 健康福祉部介護高齢課

特別会計

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-2-101 任意事業費

平成18年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-1-101 二次予防事業費

平成18年度～
継続

健康福祉部介護高齢課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-2-101 一次予防事業費

平成18年度～
継続
非該当

特別会計 健康福祉部介護高齢課

非該当
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【政策２】健康・福祉④

【生きがいある環境の提供】

6 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
高齢者大学 人 350 350 350 －
三世代交流事業 回 132 132 132 －
各種スポーツ大会 回 5 5 5 －
事業費 千円 4,759 4,759 4,759 －

7 高齢者交通料金助成事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
回数券交付枚数 枚 22,000 46,200 48,400 －
事業費 千円 2,010 4,200 4,400 －

高齢者の生きがいと健康づくり

70歳以上の高齢者（市民税非課税者）へのコミュニティバス等回数乗車券の交付

特別会計 健康福祉部介護高齢課

一般会計 健康福祉部介護高齢課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-2-101 任意事業費

平成18年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-3-70 在宅福祉事業費

平成27年度～
新規
非該当
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【政策２】健康・福祉⑤

２-⑤ 障害者福祉の推進

［将来目標］　障害のある人が地域や家庭で自立し、充実した生活を営んでいます。

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
53.50% 50.50% 70%

（H22.6.1値） （H24.6.1値） （H26.6.1値）
28.40% 30.42% 30.0%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【障害者の生活支援・障害者サービスの充実】

1 障害者自立支援事業（相談支援事業）
会計区分 所管部課等

3-1-1-911 負担金等 実施期間
3-1-2-50 障害者自立支援事業費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
相談支援事業委託 事業所 5 5 5 －
事業費 千円 36,932 36,337 36,337 －

2 障害者自立支援事業（医療的ケア日中一時支援事業）
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
日中一時支援（医療的ケア）利用 回 580 630 630 －
事業費 千円 13,000 14,000 14,000 －

3 障害者自立支援事業（その他）
会計区分 所管部課等

3-1-2-10 報酬等 実施期間
3-1-2-50 障害者自立支援事業費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
移動支援 人 208 212 216 －
移動支援 時間 14,444 14,718 14,998 －
日中一時支援 人 104 106 108 －
日中一時支援 回 5,553 5,620 5,739 －
コミュニケーション支援 回 450 450 450 －
コミュニケーション支援 人 35 35 35 －
訪問入浴 回 1,156 1,261 1,261 －
訪問入浴 人 11 12 12 －
地域活動支援センター 人 147 150 153 －
事業費 千円 114,048 114,048 114,048 －

医療的ケアを必要とする障害者及び障害児に対する日中一時支援サービスの実施

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目（款－項－目－細目）

平成18年度～
継続
非該当

移動支援や日中一時支援などの地域生活支援、コニュニケーション支援

障害者等の相談支援事業の実施

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目 3-1-2-50 障害者自立支援事業費

平成23年度～
継続
該当

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目（款－項－目－細目）

平成18年度～
継続
非該当

目標指標

障害者法定雇用率達成企業の割合
１０事業

65歳未満の障害福祉サービス及び
地域生活支援事業の利用率

　障害のある人が主体的な生活を送ることができるよう、基幹相談支援センターを設置し、相談支援を強
化するとともに、障害福祉サービスや長期休暇での一時預かり事業などの充実化に努めます。また、就
労の相談支援の実施や就労訓練の場の提供により就労支援事業の推進を図ります。
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【政策２】健康・福祉⑤

4 交通料金助成事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
交通料金助成 人 999 999 999 －
重度障害者交通料金助成 人 10 10 10 －
福祉回数乗車券 人 244 244 244 －
事業費 千円 7,440 7,440 7,440 －

5 重度心身障害者短期入所補助事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
短期入所利用日数 日 24 24 24 －
事業費 千円 720 720 720 －

6 長期休暇での一時預かり事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別

3-2-1-180 障害児施設給付費 マニフェスト該当
事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
市内放課後等デイサービス指定事業所 箇所 9 9 9 －
放課後等デイサービス事業利用者数 人 215 215 215 －
中高生事業所体験事業利用者数 人 50 50 50 －
事業費 千円 143,190 143,190 143,190 －

7 障害者差別解消法関係事業
会計区分 所管部課等

3-1-2-110 障害者福祉事業費 実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
啓発講演会 回 1 －
事業費 千円 1,450 －

【障害者の就労支援】

8 障害者就労相談支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
相談支援事業委託 事業所 1 1 1 －
事業費 千円 5,000 5,000 5,000 －

各種相談及び障害者雇用に係るアセスメントの実施等

障害を理由とする差別の解消を図る各種取組みの実施

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-2-50
障害者自立支援事
業費

平成24年度～
継続
該当

放課後等デイサービス事業と中高生事業所体験事業の実施

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目
平成27年度～

3-1-2-230
差別解消法啓発事
業費

新規
非該当

医療的ケアが必要な障害者(児)の短期入所の受け入れに対する補助

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目
3-1-2-50

障害者自立支援事
業費

平成25年度～
継続
該当

福祉タクシー料金と重度障害者用福祉タクシー料金の助成、福祉回数乗車券（コミュニティバス用）交付

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-2-50
障害者自立支援事
業費

平成18年度～
継続
該当

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-2-100
障害者交通料金助
成費

昭和63年度～
継続
非該当
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【政策２】健康・福祉⑤

9 ピアカウンセラー設置事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ピアカウンセラー数 人 1 1 1 －
事業費 千円 2,541 2,541 2,541 －

10 障害者就労支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
就労体験指導員数 人 1 1 1 －
事業費 千円 980 980 980 －

ふれあいセンター内「福祉ショップ愛」を活用した就労支援への補助

ピアカウンセラー設置によるピアカウンセリングの実施及び障害者就労の場の提供

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-2-110 障害者福祉事業費

平成24年度～
継続
該当

一般会計 健康福祉部福祉課

予算科目（款－項－目－細目） 3-1-2-10 報酬等

平成15年度～
継続
非該当
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【政策２】健康・福祉⑥

２-⑥ ひとり親家庭支援の推進

［将来目標］　ひとり親家庭が自立し、安定した生活を送っています。

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
41.4% 47.1% 55%

（H23.3.31値） （H25.3.31値） （H27.3.31値）

【ひとり親家庭の生活支援】

1 母子相談事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
母子自立支援員配置 人 1 1 1 －
事業費 千円 2,557 2,557 2,557 －

2 児童扶養・遺児手当支給事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
児童扶養手当 人 1,300 1,300 1,300 －
遺児手当 人 1,500 1,500 1,500 －
事業費 千円 635,235 635,235 635,235 －

【ひとり親家庭の就労支援】

3 母子家庭自立支援給付金支給事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
自立支援教育訓練給付金 人 4 4 4 －
高等職業訓練促進給付金 人 10 10 10 －
入学支援修了一時金 人 5 5 5 －
事業費 千円 8,424 8,424 8,424 －

母子家庭自立のための職業訓練促進などの給付金の支給

ひとり親家庭等の児童への手当の支給

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-4-20
母子家庭自立支援
給付金支給費

平成16年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-1-30
児童扶養・遺児手
当支給費

平成15年度～
継続
非該当

ひとり親の相談に応じるとともに、自立に必要な情報提供、求職活動の支援

一般会計 健康福祉部子ども課

一般会計 健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目） 3-2-4-40
ひとり親相談事業
費

平成15年度～
継続
非該当

目標指標

児童扶養手当の一部支給者の割合 ３事業

　母子・父子家庭等の生活の総合的な自立支援のため、母子相談などの生活支援や、職業訓練促進など
の就労支援の事業に取り組みます。
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【政策３】建設・整備①

３-① 住環境の整備

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
56.6% 62.8% 61%

（H23.3.31値） （H25.3.31値） （H27.3.31値）
85.6% 86.6% 92.9%

（H23.3.31値） （H25.3.31値） （H27.3.31値）

【土地区画整理】

1 豊川駅東土地区画整理事業特別会計繰出金
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
建物移転補償 件 20 32 29 563 
都市計画道路築造工事 ｍ 320 1,782 
区画道路築造工事 ｍ 550 430 340 15,247 
整地工事 ㎡ 13,300 6,000 4,000 156,270 
事業費 千円 404,686 487,091 496,091 13,790,000 

2 豊川西部土地区画整理事業特別会計繰出金
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
建物移転補償 件 6 2 4 233 
都市計画道路築造工事 ｍ 316 310 3,996 
区画道路築造工事 ｍ 380 300 810 21,865 
整地工事 ㎡ 20,600 7,500 13,000 350,000 
事業費 千円 115,000 97,000 20,000 9,317,700 

3 一宮大木土地区画整理事業支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
組合助成金 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 50,000 30,000 33,860 1,873,000 

　都市基盤を整備し快適な都市空間を創出するため、豊川駅東及び豊川西部土地区画整理事業を実施
し、一宮大木土地区画整理組合への支援を行います。既設の市営住宅については、外壁改修工事や埋
設ガス管の取り替えを行い住環境の整備を進めます。

［将来目標］　良好な住環境が整備され、快適な住宅市街地が形成されています。

目標指標

土地区画整理事業地区内の市街化率　

５事業
市営住宅の改築率

一般会計 建設部区画整理課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-2-922

豊川駅東土地区画
整理事業特別会計
繰出金

平成7年度～平成29年度
継続
該当

豊川駅東地区５３．７㏊の区画整理事業

一般会計 建設部区画整理課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-2-921

豊川西部土地区画
整理事業特別会計
繰出金

平成7年度～平成32年度
継続
該当

豊川西部地区９０．５㏊の区画整理事業

一般会計 建設部一宮地区建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-2-50 負担金及び補助金

平成16年度～平成29年度
継続
該当

一宮大木土地区画整理組合へ一般会計からの支援
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【政策３】建設・整備①

【住宅の施設整備】

4 市営住宅外壁改修事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
外壁改修 棟 1 1 1 －
事業費 千円 47,800 41,600 46,800 －

5 市営住宅埋設ガス管取替事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
埋設ガス管取替 住宅 1 1 1 －
事業費 千円 21,800 3,979 2,636 －

一般会計 建設部建築課

予算科目（款－項－目－細目） 8-6-2-30 外壁等改修事業費

平成7年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 8-6-2-80
埋設ガス管取替事
業費

平成25年度～
継続
非該当

埋設ガス管の取替

外壁補修工事、及び外壁塗装工事

一般会計 建設部建築課
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【政策３】建設・整備②

３-② 公共交通の利便性向上

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
39.6% 43.4% 50%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【公共交通機関の確保】

1 公共交通機関等利用促進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
地域公共交通会議 回 4 4 4 －
基幹路線 路線 6 6 6 －
地域路線 路線 4 5 5 －
事業費 千円 100,855 106,709 109,578 －

【公共交通機関へのアクセス整備】

2 バリアフリー推進事業
会計区分 所管部課等

2-1-13-80 交通安全施設整備事業費 実施期間
8-2-1-10 道路等維持補修事業費 新規・継続の別
8-2-2-500 市内道路整備事業費 マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
道路改良工事等 ｍ 570 1,820 3,260 
事業費 千円 11,180 13,920 58,055 

［将来目標］　多くの市民が公共交通機関を利用しています。

目標指標

「公共交通機関の利便性」市民満
足度

２事業

　新市の一体化の醸成を図るため、公共交通会議を開催し、コミュニティバスの運行を行ないます。また、
豊川市バリアフリー基本構想に基づき整備を実施します。

予算科目（款－項－目－細目）

平成25年度～平成28年度
継続
非該当

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-13-190
公共交通機関等利
用促進事業費

平成20年度～
継続
非該当

バリアフリー整備の実施

市全域におけるバスを中心とした公共交通施策の検討・実施

一般会計 建設部都市計画課・道路建設課・道路維持課

55



【政策３】建設・整備③

３-③ 道路交通網の充実

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
51.4% 49.7% 62%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
75件 94件 110件

（H23.3.31値） （H25.3.31値） （H27.3.31値）

【生活道路の整備】

1 市内道路整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － 一式 一式 一式 －
用地買収 － 一式 一式 一式 －
物件補償 － 一式 一式 一式 －
道路拡幅改良工事 ｍ 1,500 1,500 1,500 －
道路改良工事 ｍ 5,000 5,000 5,000 －
事業費 千円 290,366 320,000 320,000 －

2 市道国府財賀線拡幅改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地買収 － －
物件補償 － －
道路改良工事 ｍ 784 
舗装工事 ｍ 260 264 784 
事業費 千円 27,000 27,000 220,000 

3 市内舗装改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
道路改良工事 ｍ 1,500 1,500 1,500 －
事業費 千円 50,000 50,000 50,000 －

［将来目標］　道路交通の円滑化が図られ、安心して通行できる道路環境となっています。

目標指標

「道路の整備状況」市民満足度　
２３事業

市道のアダプトプログラム個人・
団体登録数

　都市計画道路や生活道路の計画的整備を行うことにより、道路交通の円滑化及び道路環境の向上を図
ります。

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-500
市内道路整備事業
費

－
継続
非該当

市内全域の道路拡幅改良の整備

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-10
国府財賀線拡幅改
良事業費

平成17年度～平成28年度
継続
非該当

国府財賀線拡幅改良工事　L=784ｍ　W=7.8ｍ

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-400
幹線道路舗装改良
事業費

－
継続
非該当

1級市道等幹線道路の舗装改良工事
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【政策３】建設・整備③

4 市道篠田足山田線改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － －
道路改良工事 ｍ 200 200 200 1,100 
舗装改良工事 ｍ 125 125 250 
事業費 千円 65,000 65,000 60,000 314,173 

5 国道151号一宮バイパス関連整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － 一式 －
用地買収 － 一式 一式 一式 －
物件補償 － 一式 一式 －
道路改良工事 ｍ 一式 700 
事業費 千円 128,886 111,114 46,400 336,109 

6 豊川大木地区周辺道路整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地買収 － －
物件補償 － －
道路改良工事 ｍ 400 800 
事業費 千円 38,000 120,800 

7 
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － 一式 －
用地買収 － 一式 －
物件補償 － 一式 －
道路改良工事 ｍ 240 240 
事業費 千円 10,000 43,000 22,000 75,000 

8 
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － 一式 －
用地買収 － 一式 －
道路改良工事 ｍ 321 
事業費 千円 12,000 24,000 157,000 

予算科目（款－項－目－細目） －
平成28年度～
新規
該当

道路拡幅改良工事　L=321m　W=6.0ｍ　

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-210
宿佐平山光道寺線
拡幅改良事業費

平成27年度～平成29年度
新規
非該当

道路拡幅改良工事　L=240m　W=6.0ｍ　

一般会計 建設部道路建設課
市道白鳥穴田山桃線拡幅改良事業（旧市道野畔京次線拡幅改良事業）

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-420
豊川大木地区周辺
整備事業費

平成25年度～平成27年度
継続
非該当

道路改良工事　L=450m、W=4.0～5.5m 、道路拡幅改良工事　L=350m、W=4.5～5.0ｍ

一般会計 建設部道路建設課
市道宿佐平山光道寺線拡幅改良事業（旧市道伊奈131号線拡幅改良事業）

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-410

国道151号一宮バイ
パス関連整備事業
費

平成24年度～平成31年度
継続
非該当

道路拡幅改良工事　L=700m、W=4.0～6.0ｍ

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-150
篠田足山田線改良
事業費

平成24年度～平成30年度
継続
非該当

篠田足山田線改良工事　Ｌ＝1,100m、Ｗ＝7.5m～10.0m

一般会計 建設部道路建設課

一般会計 建設部道路建設課
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【政策３】建設・整備③

9 市道正岡牛久保線拡幅改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別

8-2-3-20
橋りょう整備事業
費

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地買収 － 一式 一式 －
物件補償 － 一式 一式 －
道路改良工事 ｍ 130 540 
橋りょう下部工事 － 一式 －
橋りょう上部工事 － 一式 －
事業費 千円 55,086 48,500 65,475 248,800 

10 

会計区分 所管部課等
実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － －
用地買収 － 一式 －
物件補償 － 一式 －
道路改良工事 ｍ 340 
事業費 千円 44,750 99,210 

11 市道六角前畑長草寺荒古線改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体計画

200 200 400 
事業費 千円 15,000 14,900 29,900 

12 市道御津西方井領田4号線拡幅改良事業（旧市道井領田3号線拡幅改良事業）
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地買収 － －
物件補償 － －
道路改良工事 ｍ 150 150 
事業費 千円 35,000 46,425 

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目）

平成26年度～
継続

非該当

道路拡幅改良工事　L=540m　W=6.5～8.0ｍ　

一般会計 建設部道路建設課

8-2-2-190
正岡牛久保線拡幅
改良事業費

国道23号蒲郡バイパス関連整備事業（旧市道永井田1号線拡幅改良事業）

予算科目（款－項－目－細目）

平成26年度～31年度
継続
非該当

道路拡幅改良工事　L=340m　

一般会計 建設部道路建設課

一般会計 建設部道路建設課

予算科目
平成28年度～平成29年度
新規
非該当

道路改良工事　延長 L=400m、幅員　W=5.0m、5.5m
計画事業量
道路改良事業

－

－

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-180
御津西方井領田4号
線拡幅改良事業費

平成25年度～平成27年度
継続
非該当

道路拡幅改良工事　L=170m　W=6.0ｍ　
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【政策３】建設・整備③

13 名電長沢駅前改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － －
用地買収 － 一式 －
改良工事 － 一式 一式 －
事業費 千円 76,517 未定 未定

14 平井5号踏切拡幅改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － 一式 －
用地買収 － 一式 －
物件補償 － 一式 －
踏切改良負担金 － －
事業費 千円 6,000 13,000 89,000 

15 狭あい道路整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
寄附手続き － 一式 一式 一式 －
舗装工事 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 16,549 22,000 27,500 －

【幹線道路の整備】

16 都市計画道路上宿樽井線（市田工区）整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － －
用地買収 － 一式 －
物件補償 － 一式 －
道路改良工事 ｍ 210 581 
事業費 千円 58,356 60,000 1,244,687 

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-2-200
長沢音羽沢尻線拡
幅改良事業費

平成26年度～
継続
非該当

名電長沢駅前の整備

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成28年度～
新規
非該当

踏切拡幅改良工事　N=1箇所

一般会計 建設部道路維持課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-1-100
狭あい道路整備事
業費

平成27年度～
新規
非該当

狭あい道路の解消

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-3-10
上宿樽井線（市田
工区）整備事業費

平成16年度～平成28年度
継続
非該当

道路拡幅改良工事　L=581m　W=16.0ｍ　
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【政策３】建設・整備③

17 都市計画道路御津為当線整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － 一式 －
用地買収 － －
物件補償 － －
道路改良工事 ｍ 192 
事業費 千円 3,300 541,645 

18 都市計画道路松本入浜線整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計委託 － －
用地買収 － －
物件補償 － －
道路改良工事 ｍ 95 45 140 
事業費 千円 40,000 18,000 194,666 

19 都市計画道路ネットワーク化事業
会計区分 所管部課等

8-5-1-10 報酬 実施期間
8-5-1-20 都市計画調査費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
計画策定委託 － 一式 －
事業費 千円 17,185 25,179 

【道路等の維持補修】

20 道路維持補修事業（工事費関係）
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
道路等維持補修工事 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 36,160 40,000 40,000 －

21 道路ストック（横断歩道橋・道路照明灯等）点検・補修事業
会計区分 所管部課等

8-2-1-10
道路等維持補修事
業費 実施期間

8-2-1-30
橋りょう補修工事
費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
道路ストックの補修 か所 －
横断歩道橋の補修 か所 1 1 1 6 
事業費 千円 50,300 37,000 22,000 －

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目）

平成11年度～
継続
非該当

道路拡幅改良工事　L=140m　W=16.0ｍ　

一般会計 建設部都市計画課

－

予算科目（款－項－目－細目）

平成26年度～平成27年度
継続
非該当

道路拡幅改良工事　L=192m　W=16.0ｍ　

一般会計 建設部道路建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-3-80
松本入浜線整備事
業費

平成11年度～平成28年度
継続
非該当

道路舗装、側溝等の維持補修

一般会計 建設部道路維持課

予算科目（款－項－目－細目）

平成26年度～

継続

非該当

都市計画道路の再構築に係る各種基本方針を策定する。

一般会計 建設部道路維持課・一宮地区建設課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-1-10
道路等維持補修事
業費

－
継続
非該当

横断歩道橋、道路照明灯等の道路ストックの点検及び補修
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【政策３】建設・整備③

【橋りょうの維持管理】

22 橋りょう長寿命化対策事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
橋りょう点検業務委託 か所 165 165 166 697 
橋りょう補修調査設計委託 か所 14 12 12 －
橋りょう補修工事 か所 5 13 12 －
事業費 千円 176,700 102,000 109,200 －

【アダプトプログラムの推進】

23 アダプトプログラム事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
アダプトプログラム登録団体数 団体 126 136 146 －
事業費 千円 457 457 457 －

一般会計 建設部道路維持課

予算科目（款－項－目－細目） 8-2-1-30
橋りょう補修工事
費

平成23年度～
継続
非該当

美化ボランティアによる清掃活動

橋りょうの点検、修繕計画の策定、修繕工事、定期点検

一般会計 建設部道路維持課

予算科目（款－項－目－細目） 8-1-1-110
アダプトプログラ
ム推進費

平成20年度～
継続
非該当
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【政策３】建設・整備④

３-④ 緑のまちづくりの推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
78.3% 80.1% 80%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
57.9% 56.3% 60%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
50.1% 48.4% 52%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【都市公園の整備】

1 御油松並木公園整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
実施設計 － －
用地買収 － 一式 －
物件補償 － 一式 －
公園整備工事 ㎡ 2,000 25,000 
竹林伐採作業 ㎡ 6,400 
事業費 千円 210 142,154 1,688,152 

2 豊川市スポーツ公園整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地買収 － 一式 一式 －
公園整備工事 ㎡ 32,000 52,235 
事業費 千円 124,303 164,009 56,090 1,813,136 

3 豊川駅東土地区画整理地内公園整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － －
公園整備工事 ㎡ 15,000 15,000 15,000 －
事業費 千円 110,391 未定 未定 未定

［将来目標］　緑地、公園、河川が誰からも愛され、市民の憩いの場となっています。

目標指標

「緑・自然の豊かさ」市民満足度　

１２事業「公園の状況」市民満足度　

「河川の状況」市民満足度　

　市民の憩いの場の充実を図るため、御油松並木公園、豊川市スポーツ公園、赤塚山公園などを計画的
に整備するとともに、街路樹の緑化推進事業を実施します。また、現在ある公園の安全性の向上を図るた
め、定期的な点検や調査を行い施設の改築及び更新を実施します。

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-10
御油松並木公園整
備事業費

平成17年度～平成28年度
継続
非該当

国の天然記念物御油のマツ並木と一体となった公園整備

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-40
スポーツ公園整備
事業費

平成16年度～平成31年度
継続
非該当

運動公園として各種スポーツのできる公園の整備

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-90
豊川市駅東区画整
理地内公園事業費

平成24年度～平成29年度
継続
非該当

豊川駅東区画整理地内の公園整備
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【政策３】建設・整備④

4 一宮東部地区公園（仮称）整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － 一式 －
用地買収 － －
公園整備工事 ㎡ －
事業費 千円 10,000 －

5 豊川市平和公園（仮称）整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － 一式 －
用地買収 ㎡ 30,000 30,000 
公園整備工事 ㎡ 30,000 30,000 30,000 
事業費 千円 33,553 未定 未定 未定

6 サツキ公園改修事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － －
公園整備工事 ㎡ 1,524 1,524 
事業費 千円 32,514 34,514 

7 赤塚山公園改築事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － 一式 一式 －
市民のスクエア改築工事 － 一式 －
ぎょぎょランド設備改築 － －
事業費 千円 5,000 未定 未定 未定

8 一宮大木土地区画整理地内公園整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
調査設計 － 一式 －
公園整備工事 ㎡ 1,733 －
事業費 千円 5,620 43,923 277,738 

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成29年度～
新規
非該当

一宮東部地区の公園整備

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-100
平和公園（仮称）
整備事業費

平成25年度～平成29年度
継続
該当

豊川海軍工廠跡地内の公園整備

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-110
サツキ公園改修事
業費

平成26年度～平成27年度
継続
非該当

サツキ湯跡地の公園整備

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-80
赤塚山公園改築事
業費

平成27年度～
新規
非該当

赤塚山公園市民のスクエア、ぎょぎょランドの改築

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成28年度～
新規
非該当

一宮大木土地区画整理地内の公園整備
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【政策３】建設・整備④

【公園の維持管理】

9 公園改修事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
トイレ改修工事 か所 3 3 3 －
出入口改修工事 か所 10 11 3 －
遊具取替工事 か所 10 16 16 －
事業費 千円 50,169 49,365 45,250 －

10 児童遊園等整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
遊具取替等補修工事 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 12,200 12,950 12,950 －

【緑化の推進】

11 県費補助緑化推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
植栽等工事 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 9,991 18,300 10,000 －

12 佐奈川散策路整備事業
会計区分 実施期間

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要

計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
散策路整備工事 ｍ 400 800 
事業費 千円 7,000 12,130 

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-490 公園整備事業費

平成18年度～
継続
非該当

都市公園の施設改修、遊具の取替

一般会計 建設部公園緑地課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-5-500
児童遊園等整備事
業費

平成18年度～
継続
非該当

児童遊園等の施設改修、設備の取替

一般会計 建設部道路維持課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-7-10 県費補助事業費

－
継続
非該当

佐奈川の散策路整備　施行延長L=800ｍ、アスファルト舗装　A=2,１00㎡、
ベンチ工　6箇所、階段工 12箇所、水路蓋設置 4箇所

桜トンネル等再生整備事業

一般会計 建設部道路維持課

予算科目 8-3-1-20
市費単独整備事業
費

平成26年度～平成28年度
継続
非該当
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【政策４】教育・文化①

４-① 学校教育の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
83.6% 85.1% 90%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

55.3% 53.5% 63%
（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

63.2% 60.5% 75%
（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【教材・教育機器の整備】

1 学校図書館整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
図書購入 － 一式 一式 一式 －
備品購入 － 一式 －
事業費 千円 25,210 16,210 16,210 －

2 部活動用備品整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
部活動備品購入 台 27 －
事業費 千円 3,000 －

【教員の資質向上】

3 教員研修事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
教員研修 － 一式 一式 一式 －
人権教育研究 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 2,139 2,139 2,139 －

［将来目標］　学校が地域に愛され、安全かつ安心できる環境の中で、子どもたちが自立に向け、自ら考
え、判断し、実行する力をつけています。

目標指標

「充実した学校生活を送った」と
自己評価した児童・生徒の割合

１９事業
「学校とかかわりを持っていきた
い」と思っている市民の割合

「学校給食」児童・生徒満足度

　萩小学校の改修など、老朽化が著しい小中学校施設の増改築・大規模改修やトイレの洋式化・ドライ化
を計画的に実施するとともに、読書教育推進事業、部活動総合支援事業などを実施し、児童生徒の能力
を伸ばし、人間性を養うことのできる教育環境を整備します。

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） 10-2-1-10 学校管理費　他

－
継続
該当

学校図書館の機能充実のため、図書及び設備の整備

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） 10-3-2-60
部活動支援備品整
備費

－
継続
該当

中学校部活動の活性化

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目） 10-1-3-80 教員研修費

－
継続
非該当

教育目標の達成を期して継続的・計画的に研修を実施
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【政策４】教育・文化①

【児童・生徒の学力向上】

4 英語活動推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
AET(英語指導助手)の嘱託人数 人 10 10 10 －
事業費 千円 47,837 47,837 47,837 －

5 外国人児童生徒教育推進事業
会計区分 所管部課等

10-1-2-10 報酬等 実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
外国人日本語指導助手の派遣(嘱託) 人 7 7 7 －
外国人日本語指導助手の派遣(臨時) 人 3 3 3 －
事業費 千円 27,974 27,974 27,974 －

6 学級運営支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
学級運営補助教員数 人 54 54 54 －
事業費 千円 38,490 38,490 38,490 －

7 読書教育推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
巡回司書 人 10 10 10 －
事業費 千円 4,360 4,360 4,360 －

【不登校児童・生徒の改善】

8 心理教育相談事業
会計区分 所管部課等

3-2-1-190 心理教育相談事業費 実施期間
10-1-3-30 心理教育相談事業費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
臨床心理士 人 5 5 5 －
心理教育相談 件 1,800 1,800 1,800 －
事業費 千円 22,004 22,273 22,273 －

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目） 10-1-2-10 報酬等

－
継続
非該当

英語活動を進めるためのＡＥＴ（英語指導助手）の派遣

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目）

－

10-1-3-110
外国人児童生徒教
育推進事業費

継続
非該当

ポルトガル語相談員等の設置

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目） 10-1-3-50
学級運営支援事業
費

－
継続
非該当

学校図書館の機能充実のため、各学校へ巡回司書を派遣

一般会計 教育委員会学校教育課・健康福祉部子ども課

予算科目（款－項－目－細目）

－
継続
非該当

学級運営の支援を目的とした学級運営支援員の配置

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目） 10-1-3-150 読書教育指導費

－
継続
該当

臨床心理士による相談事業の実施
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【政策４】教育・文化①

9 登校支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ハートフル相談員の巡回日数 日 135 135 135 －
事業費 千円 1,965 1,965 1,965 －

【学校・家庭・地域の連携強化】

10 特色ある学校づくり推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
実施小中学校数 校 36 36 36 －
事業費 千円 9,942 9,942 9,942 －

11 部活動総合支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
外部指導者設置 人 30 30 30 －
大会参加費 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 2,270 2,270 2,270 －

【学校施設の改築整備】

12 東部小学校校舎改築事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
改築工事等 － 一式 －
事業費 千円 791,215 1,337,740 

13 萩小学校校舎改修事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
実施設計、地質調査 － 一式 －
工事請負等 － 一式 一式 －
事業費 千円 14,500 225,000 5,000 －

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目） 10-1-3-100 登校支援事業費

－
継続
非該当

不登校対策研修、カウンセラーによる巡回相談の実施

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目） 10-1-3-75
特色ある学校づく
り推進事業費

－
継続
非該当

学校の実情、地域の事情を考慮した特色ある学校づくりの実施

一般会計 教育委員会学校教育課

予算科目（款－項－目－細目） 10-1-3-120
部活動総合支援事
業費

－
継続
該当

中学校部活動の活性化

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） 10-2-3-120
東部小学校校舎改
築事業費

平成24年度～平成27年度
継続
該当

普通教室不足及び老朽化に伴う校舎の改築

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目）

平成25年度～平成29年度
継続
該当

10-2-3-140
萩小学校校舎改修
事業費

老朽化に伴う校舎の耐震改修及び大規模改修
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【政策４】教育・文化①

14 八南小学校校舎増築等事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
改築工事等 － 一式 －
事業費 千円 400,876 882,793 

15 一宮東部小学校校舎改築事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
耐力度調査 － 一式 －
用地測量 － 一式 －
事業費 千円 14,500 7,000 －

16 中部小学校校舎改築事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
耐力度調査 － 一式 －
用地測量、実施設計 － 一式 －
事業費 千円 4,500 56,600 －

17 中部中学校校舎改修事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
実施設計 － 一式 －
改修工事 － 一式 －
事業費 千円 13,000 87,250 －

18 三蔵子小学校校舎改築事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
耐力度調査 － 一式 －
地質調査、実施設計 － 一式 －
事業費 千円 89,600 －

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） 10-2-3-130
八南小学校校舎増
築等事業費

平成25年度～平成27年度
継続
該当

普通教室不足に伴う校舎の増築及び改修

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成28年度～
新規
該当

老朽化による改築

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成28年度～
新規
該当

老朽化による改築

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成28年度～
新規
該当

老朽化に伴う校舎の改修

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目） －
平成29年度～
新規
該当

普通教室不足に伴う校舎の改築
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【政策４】教育・文化①

19 小中学校環境改善対策事業
会計区分 所管部課等

10-2-1-120 学校環境対策事業費 実施期間
10-3-1-100 学校環境対策事業費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
トイレ改修工事 か所 8 28 21 －
事業費 千円 87,100 245,982 198,392 －

特別教室への空調設備設置及びトイレの洋式化、ドライ化

一般会計 教育委員会庶務課

予算科目（款－項－目－細目）

平成24年度～　
継続
該当
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【政策４】教育・文化②

４-② 生涯学習の推進と文化の振興

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
39.1% 39.9% 50%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
58.7% 58.9% 60%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【生涯学習機会の充実】

1 放課後子ども教室事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
教室開催小学校区数 校区 25 26 26 －
教室参加児童数 人 1,550 1,550 1,550 －
事業費 千円 7,620 7,900 7,800 －

2 地域生涯学習事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
地域生涯学習講座開催地区 地区 10 10 10 －
講座開催数 講座 320 320 320 －
東三河地域連携講座 講座 1 1 1 －
事業費 千円 3,654 3,654 3,654 －

【史跡等の保護・保存と活用】

3 御油松並木保存整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地買収 ㎡ 280 －
事業費 千円 17,306 －

［将来目標］　地域の文化性が高く、多くの市民が生涯学習に親しんでいます。

目標指標

「地域の文化性の高さ」市民満足
度

１２事業
生涯学習活動を行っている市民の
割合

　生涯学習関係事業や文化事業の充実を図ることにより、多くの市民が生涯学習活動等に親しむことので
きる環境整備を進めます。また、伝統芸能開催の支援や旅籠大橋屋など文化財の保護・保存と有効活用
を進める事業を実施します。

一般会計 教育委員会生涯学習課

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-1-50
生涯学習関係事業
費

－
継続
非該当

放課後等の児童生徒の居場所づくり

一般会計 教育委員会生涯学習課

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-1-50
生涯学習関係事業
費

－
継続
非該当

各種講座の開催

一般会計 教育委員会生涯学習課

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-2-40
御油松並木土地買
上等事業費

平成20年度～
継続
非該当

並木沿いの保存区域を文化財保護地用地として公有化
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【政策４】教育・文化②

4 三河国分寺跡土地買上事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地購入面積 ㎡ 869 1,127 2,466 40,484.31 
公有化率 ％ 81.0 83.7 89.7 100 
事業費 千円 121,531 135,977 66,003 －

5 御油のマツ並木景観整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
樹勢回復 － 一式 一式 一式 －
マツの植樹本数 本 15 15 15 －
並木堤塘復元工事 － 一式 －
事業費 千円 3,822 922 922 －

6 伝統芸能支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
歌舞伎公演等開催 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 1,266 1,266 1,266 －

7 旅籠大橋屋保存整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
用地購入費 － 一式 －
実施設計業務委託 － 一式 －
建物改修工事 － 一式 －
事業費 千円 46,118 12,500 57,000 116,977 

【文化事業の充実】

8 豊川文化協会事業への支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
事業支援 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 18,136 18,136 18,136 －

一般会計 教育委員会生涯学習課

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-2-30
三河国分寺跡土地
買上等事業費

昭和60年度～
継続
非該当

三河国分寺跡の公有地化

一般会計 教育委員会生涯学習課

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-2-70
文化財保護整備事
業費

平成21年度～
継続
非該当

樹勢回復作業及びマツ苗の植樹・並木堤塘の復元等を行い、並木景観を整備

一般会計 教育委員会生涯学習課

一般会計 教育委員会生涯学習課

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-2-100
伝統芸能支援事業
費

－
継続
該当

旅籠大橋屋の公有化と保存活用

地域の伝統芸能を後世に引継ぐための支援

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-2-76
旅籠大橋屋保存整
備事業費

平成27年度～
新規
非該当

一般会計 市民部文化振興課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-20-20 文化振興事業費

－
継続
非該当

事業実施のための補助金
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【政策４】教育・文化②

9 東三河演劇祭の育成・支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
支援事業 － 一式 一式 －
事業費 千円 1,200 1,200 －

【図書館施設の整備】

10 一宮・小坂井図書館分館事業
会計区分 所管部課等

10-4-5-60 一宮図書館管理運営費 実施期間
10-4-5-90 小坂井図書館管理運営費 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
一宮図書館 － 一式 一式 一式 －
小坂井図書館 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 8,713 8,713 8,713 －

【図書館利用環境の向上】

11 図書等購入事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
購入図書 冊 29,048 29,048 29,048 －
購入視聴覚資料 点 440 440 440 －
事業費 千円 54,257 54,257 54,257 －

【プラネタリウム番組の充実】

12 プラネタリウム番組制作事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
幼児・学習番組作成 本 1 1 －
プラネタリウム新番組制作 本 1 1 1 －
ライブラリー再投影 本 3 3 3 －
事業費 千円 7,875 4,725 7,875 －

東三河演劇祭の継続的な開催の支援

一般会計 教育委員会中央図書館

予算科目（款－項－目－細目）

平成25年度～
継続
該当

一般会計 市民部文化振興課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-20-20 文化振興事業費

平成24年度～平成28年度
継続
該当

生涯学習会館内の分館の管理運営

一般会計 教育委員会中央図書館

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-5-30 図書等購入費

－
継続
非該当

ジオスペース館のプラネタリウム番組の制作

図書等の購入

一般会計 教育委員会中央図書館

予算科目（款－項－目－細目） 10-4-6-10 管理運営費

－
継続
非該当
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【政策４】教育・文化③

４-③ スポーツの振興

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
37.5% 37.9% 50%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
214人 197人 284人

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

【地域スポーツの振興】

1 総合型地域スポーツクラブの拡充・支援推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
総合型地域スポーツクラブ数 クラブ 2 3 3 －
事業費 千円 220 620 320 －

2 スポーツ指導者育成事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ニュースポーツ出前教室講師派遣人数 人 490 490 490 －
事業費 千円 735 735 735 －

【スポーツ教室、大会の開催】

3 トップアスリートふれあい事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
選手招聘 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 592 592 592 －

4 駅伝大会開催事業
会計区分 所管部課等

10-5-1-40 市主催大会費 実施期間
10-5-1-911 負担金等 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要 駅伝大会等の開催
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
新規大会開催 － 一式 一式 －
リレーマラソン開催 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 500 1,000 1,000 －

　幅広い年代の方が気軽にスポーツに参加できるよう、総合型地域スポーツクラブの設立やスポーツ指導
者の育成強化に努めます。また、リレーマラソンやトップアスリートとのふれあい事業を実施し、多くの市民
がスポーツに親しむことのできる環境をつくります。

［将来目標］　多くの市民がスポーツに親しんでいます。

目標指標

週１回以上スポーツや運動をして
いる市民の割合

４事業
スポーツ指導者登録者数

一般会計 教育委員会スポーツ課

予算科目（款－項－目－細目） 10-5-1-60 一般体育振興費

－
継続
非該当

住民参加型の地域スポーツクラブの拡充及び支援

一般会計 教育委員会スポーツ課

予算科目（款－項－目－細目） 10-5-1-60 一般体育振興費

－
継続
非該当

ニュースポーツ等への指導者派遣及び指導者育成事業

一般会計 教育委員会スポーツ課

予算科目（款－項－目－細目） 10-5-1-60 一般体育振興費

－
継続
非該当

小・中・高校生を直接指導するトップアスリートの招へい

一般会計 教育委員会スポーツ課

予算科目（款－項－目－細目）

平成25年度～
継続
該当
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【政策５】産業・交流①

５-① 農業の振興

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
67.5ha 75.6ha 80ha

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）
331人 324人 410人

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

【農業経営者の育成】

1 農業の担い手育成支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
研修塾の開講 塾 2 2 2 －
事業費 千円 1,400 1,400 1,400 －

2 青年農業士等活動支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
活動支援 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 437 437 437 －

【農業経営の支援】

3 耕作放棄地（遊休農地）復旧対策支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
耕作放棄地復旧助成金 件 10 10 10 －
事業費 千円 480 480 480 －

4 有害鳥獣駆除委託事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
駆除頭数 頭 50 50 50 －
事業費 千円 2,000 2,000 2,000 －

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-020
有害鳥獣駆除事業
費

平成13年度～
継続
該当

猟友会への駆除委託

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-040
遊休農地復旧対策
事業費

平成21年度～
継続
非該当

耕作放棄地の再生利用等を行う耕作放棄地対策協議会への負担金

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-100
青年農業士等活動
支援費

昭和52年度～
継続
該当

県知事の認定を受けた農業者で組織する団体等への活動支援

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-150
就農者確保対策事
業費

平成21年度～
継続
該当

農業の担い手育成を行う担い手育成協議会への負担金

一般会計 産業部農務課

［将来目標］　効率的かつ安定的な農業経営により、魅力とやりがいのある農業が育っています。

目標指標

耕作放棄地面積
１９事業

認定農業者数

　農業生産性を上げるために、かんがい排水事業など土地改良施設の適正な管理を行うとともに、農業の
担い手育成、耕作放棄地の解消、有害鳥獣の対策、借入金に対する利子補助などにより安定的な農業経
営を支援します。

一般会計 産業部農務課
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【政策５】産業・交流①

5 有害鳥獣防除対策支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助金申請件数 件 30 30 30 －
事業費 千円 1,000 1,000 1,000 －

6 有害鳥獣駆除支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
駆除組織 組織 13 13 13 －
事業費 千円 8,861 1,920 1,920 －

7 鳥獣被害対策事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
鳥獣被害対策協議会負担金 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 2,470 800 800 －

8 有害鳥獣駆除推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
駆除頭数 頭 80 80 80 －
事業費 千円 4,838 4,838 4,838 －

9 経営所得安定対策推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
推進事業 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 4,240 4,240 4,240 －

サル駆除隊による有害鳥獣の駆除、被害農家への対策指導及び助言

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-010
経営所得安定対策
推進事業費

平成22年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-020
有害鳥獣駆除事業
費

平成23年度～
継続
該当

転作による食料自給率向上や農地利用集積のため米生産調整を推進

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-020
有害鳥獣駆除事業
費

平成21年度～
継続
該当

農作物被害対策を行う鳥獣被害対策協議会への負担金

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-020
有害鳥獣駆除事業
費

平成23年度～
継続
該当

駆除組織等への有害鳥獣駆除に対する報償金

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-020
有害鳥獣駆除事業
費

平成13年度～
継続
該当

電気柵、防鳥網の設置費用及び捕獲檻購入補助

一般会計 産業部農務課

一般会計 産業部農務課
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【政策５】産業・交流①

10 農業近代化資金利子補助・農業経営基盤強化資金利子補助事業
会計区分 所管部課等

6-1-3-070
農業経営基盤強化
資金利子補助金 実施期間

6-1-3-080
農業近代化資金等
借入利子補助金 新規・継続の別

マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助件数 件 127 90 90 －
事業費 千円 2,959 2,959 2,959 －

11 産地間競争力強化促進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
農政企画協議会負担金 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 255 255 255 －

【農業生産性の向上】

12 土地改良事業負担金等
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
豊川市土地改良区等補助 － 一式 一式 一式 －
豊川用水施設関連事業補助・負担金 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 68,866 68,502 65,198 －

13 補助土地改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別

6-1-5-010 単県土地改良事業費 マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
かんがい排水 地区 3 3 3 －
事業費 千円 9,760 9,062 9,062 －

14 市費単独土地改良事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
かんがい排水 地区 5 5 5 －
農道 路線 5 5 5 －
ため池フェンス ｍ 760 700 700 －
事業費 千円 21,678 14,678 14,678 －

かんがい排水施設及び農道の整備

かんがい排水施設等の整備

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-5-020
市費単独土地改良
事業費

平成18年度～
継続
非該当

豊川市土地改良区補助、豊川総合用水建設事業費補助等

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目）
6-1-5-005

農業基盤整備促進
事業費

平成18年度～
継続
非該当

豊川産農産物のブランド化や販路拡大を行う農政企画協議会への負担金

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-5-911 負担金等

昭和42年度～
継続
非該当

農業近代化資金や農業経営基盤強化資金等に対する利子補給

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-2-070
産地間競争力強化
促進事業費

平成19年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目）

昭和44年度～

継続

非該当

一般会計 産業部農務課
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【政策５】産業・交流①

15 土地改良施設維持管理適正化事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
排水路浚渫 地区 1 2 －
排水機場修繕 か所 1 2 3 －
事業費 千円 32,148 39,807 39,639 －

16 多面的機能支払交付金事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
農地維持支払 地区 7 7 7 －
資源向上支払（共同活動） 地区 5 5 5 －
資源向上支払（長寿命化） 地区 4 4 4 －
実施状況確認作業委託 地区 7 7 7 －
事業費 千円 25,343 25,343 25,343 －

【安全・安心な農産物の提供】

17 食の安全安心システム推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
農政企画協議会負担金 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 433 433 433 －

18 食育推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
講座開催 回 3 3 3 －
事業費 千円 151 151 151 －

19 環境保全型農業直接支援対策事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
取組面積 a 5,000 5,000 5,000 －
事業費 千円 4,000 4,000 4,000 －

環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者の組織する団体等への交付金

第２次食育推進計画に基づく食育関連講座の開催

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-3-200
環境保全型農業直
接支援対策事業費

平成24年度～
継続
非該当

こだわり農産物認証制度や地産地消を推進する農政企画協議会への負担金

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-2-020 食育推進事業費

平成20年度～
継続
非該当

農地・水保全管理及び農業施設の長寿命化

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-2-060
食の安全安心シス
テム推進事業費

平成16年度～
継続
非該当

排水路浚渫、排水機場修繕等

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-5-055
多面的機能支払交
付金事業費

平成19年度～
継続
非該当

一般会計 産業部農務課

予算科目（款－項－目－細目） 6-1-5-040
土地改良施設維持
管理適正化事業費

平成18年度～
継続
非該当
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【政策５】産業・交流②

５-② 工業の振興

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
8,124億円 7,039億円 12,000億円

（平成21年値） （平成23年値） （平成25年値）
131事業所 134事業所 139事業所

（平成21年値） （平成22年値） （平成25年値）

【工業用地の確保】

1 企業立地推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
適地調査 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 3,114 2,177 2,677 －

【企業誘致の推進】

2 企業誘致推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
企業訪問件数 件 180 180 180 －
情報提供報奨金利用件数 件 1 1 1 －
事業費 千円 8,224 8,224 8,224 －

3 企業立地促進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助件数 件 3 1 2 －
事業費 千円 18,498 4,018 9,069 －

4 企業再投資促進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助件数 件 1 5 －
事業費 千円 147,482 363,205 －

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-3-030
企業立地促進補助
金

平成13年度～
継続
該当

企業立地奨励金や雇用促進奨励金による進出企業への支援

一般会計 産業部企業立地推進課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-3-040

再投資促進補助金による市内企業の再投資支援

平成24年度～平成28年度
継続
該当

情報提供報奨金制度や企業訪問等による情報収集、調査分析、広報宣伝

一般会計 産業部企業立地推進課

企業再投資促進補
助金

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-3-020
企業立地推進事業
費

平成19年度～
継続
該当

内陸工業用地開発に係る調査や地元における調査研究

一般会計 産業部企業立地推進課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-3-010
企業誘致推進事業
費

平成20年度～
継続
該当

　地域経済の活性化や雇用の確保のために、引き続き工業用地の開発計画を推進するとともに、企業立
地奨励金などの支援策啓発や情報収集及び調査分析を実施し、企業誘致を図ります。

一般会計 産業部企業立地推進課

［将来目標］　工業事業所が増え、工業が振興しています。

目標指標

製造品出荷額等
６事業

従業員３０人以上の事業所数
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【政策５】産業・交流②

【中小企業への支援】

5 中小企業事業資金融資預託金
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
預託金融機関 行 8 8 8 －
事業費 千円 814,700 814,700 814,700 －

6 新技術導入研修支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助件数 件 4 4 4 －
事業費 千円 180 180 180 －

非該当
中小企業の先端技術導入に必要な経費に対する補助

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-210
中小企業事業資金
融資預託金

－
継続
非該当

中小企業の事業資金融資を行う金融機関への預託

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-140
新技術導入研修費
等補助金

平成12年度～
継続

一般会計 産業部商工観光課
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【政策５】産業・交流③

５-③ 商業の振興

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
1,982億円 1,637億円 1,982億円

（平成19年値） （平成23年値） （平成26年値）
71.6% 71.6% 76.0%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【事業経営への支援】

1 中小企業振興対策支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助団体 団体 5 5 5 －
事業費 千円 40,765 40,765 40,765 －

2 信用保証料補助事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助件数 件 460 460 460 －
事業費 千円 26,000 26,000 26,000 －

3 創業・経営支援相談事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体計画
相談回数 回 24 24 24 －
事業費 千円 720 720 720 －

【商業団体の育成・支援】

4 商業団体等支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
イベント補助団体 団体 9 11 12 －
街路灯ＬＥＤ化補助団体 団体 5 －
防犯カメラ設置補助団体 団体 2 －
事業費 千円 24,962 3,399 3,729 －

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-150
商業団体等共同事
業費補助金

昭和55年度～
継続
非該当

商店街が行う共同事業等への補助

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-130 信用保証料補助金

平成5年度～
継続
非該当

運転資金や設備投資などの各種融資に係る信用保証料に対する補助

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-161
創業・経営支援相
談事業費

平成27年度～

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-100
中小企業振興対策
事業費補助金

昭和50年度～
継続
該当

小規模な事業者の経営相談窓口となる商工会議所等への補助

一般会計 産業部商工観光課

　新たに創業・経営支援相談事業を実施するなどにより事業経営の支援を強化します。また、商業団体等
支援事業によるイベント補助の拡充し、街路灯ＬＥＤ化補助ややる気満々商店街等支援事業などにより商
業団体等が実施する事業を積極的に支援します。

［将来目標］　商業が振興しています。

目標指標

小売業の年間商品販売額
７事業

「日用品などの買い物の利便性」
市民満足度

一般会計 産業部商工観光課

一般会計 産業部商工観光課

中小企業診断士等による訪問相談等

新規
非該当
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【政策５】産業・交流③

5 商店街連盟支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
商店街連盟補助 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 1,545 1,545 1,545 －

6 小規模事業者経営改善資金利子補給補助事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助件数 件 40 40 40 －
事業費 千円 800 800 800 －

7 やる気満々商店街等支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助件数 件 6 4 3 －
事業費 千円 8,800 5,200 3,000 －

商店街等が行う賑わいのある街づくり事業への補助

小規模事業者経営改善資金に対する利子補給

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-185
小規模事業者経営
改善資金融資利子
補給補助金

平成23年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-095
やる気満々商店街
等事業費補助金

平成24年度～
継続
該当

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-110
商店街連盟事業費
補助金

平成13年度～
継続
非該当

商店街の改善発達を推進する商店街連盟への補助

一般会計 産業部商工観光課

一般会計 産業部商工観光課
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【政策５】産業・交流④

５-④ 中心市街地の活性化

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
5,307人 5,450人 5,409人

（平成23年度値） （平成25年度値） （平成27年度値）

23,309百万円 23，309百万円 22,355百万円
（平成19年度値） （平成19年度値） （平成25年度値）

【商業観光の振興】

1 商店街ファサード整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ファサード整備補助 件 3 3 3 －
事業費 千円 3,000 3,000 3,000 －

【賑わいの創出】

2 中心市街地活性化事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
中心市街地交通量調査 － 一式 一式 －
事業費 千円 1,000 1,000 －

3 中心市街地諏訪地区定住促進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
他市事例研究 － 一式 －
定住ニーズ等調査業務委託 － 一式 －
事業費 千円 6,878 －

諏訪地区を中心とするエリアにおける定住促進に係る調査等の実施

中心市街地の活性化に向けた状況分析

一般会計 建設部都市計画課

予算科目（款－項－目－細目） 8-5-1-050
中心市街地活性化
事業費

平成27年度
新規
非該当

豊川稲荷門前における店舗のファサード改修

一般会計 建設部都市計画課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-200
中心市街地活性化
事業費

平成21年度～
継続
非該当

一般会計 建設部都市計画課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-200
中心市街地活性化
事業費

平成20年度～
継続
非該当

　豊川稲荷門前の更なる賑わいを創出するために商店街ファサードの整備を行うとともに、新たに中心市
街地諏訪地区定住促進事業を実施するなど中心市街地の活性化対策に取り組みます。

［将来目標］　中心市街地は、地区の特性を活かし、魅力にあふれ、住みたくなるまち、訪れたくなるまちに
なっています。

目標指標

中心市街地の人口
３事業

中心市街地の年間商品販売額
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【政策５】産業・交流⑤

５-⑤ 観光の振興

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
5,266千人 6,316千人 6,000千人

（平成22年値） （平成24年値） （平成26年値）

【観光施設等の整備】

1 観光ルート整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
観光マップの作成 冊 20,000 －
観光ルートキャンペーン 回 4 4 4 －
観光ルートウォーキング － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 752 1,258 658 －

【魅力ある観光事業】

2 観光協会支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
市観光協会補助 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 36,791 36,791 36,791 －

観光客を増加させるための誘客活動を行う観光協会への補助

観光ルートの周知やウォーキングイベントの開催

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-4-050 市観光協会補助金

昭和39年度～
継続
非該当

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-4-110
観光ルートＰＲ事
業費

平成18年度～
継続
非該当

［将来目標］　観光資源が有効に活用され、年間を通して多くの観光客が訪れています。

目標指標

年間観光客数 ２事業

　観光推奨ルートを周知し活用することで、観光客の増加を図ります。また、観光協会への支援を拡充し、
効果的な観光ＰＲを行います。
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【政策５】産業・交流⑥

５-⑥ 雇用の安定と勤労者福祉の充実

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
5.1% 5.1% 4.1%

（平成22年値） （平成22年値） （平成22年値）

【就労条件の改善・向上】

1 職業能力開発専門学院支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
受講者数 人 350 350 350 －
事業費 千円 840 840 840 －

2 若年者就労支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
合同企業説明会参加企業 社 20 20 20 －
事業費 千円 530 530 530 －

3 地域技能者活用事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
技能講座 講座 2 2 2 －
事業費 千円 400 400 400 －

【勤労者の支援】

4 勤労者福祉促進資金融資預託金
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
融資実行率 ％ 4,500 4,500 4,500 －
事業費 千円 65,000 65,000 65,000 －

勤労者の生活資金融資を行う金融機関への預託

熟練技能者を地元高校に派遣し高校生の技術習得を推進

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 5-1-2-080
勤労者福祉促進資
金預託金

平成12年度～
継続
非該当

定職に就いていない若年者に対する就労支援

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 7-1-2-080
地域技能者活用事
業費

平成21年度～
継続
非該当

中小企業向けの講座を開催する職業能力開発専門学院への補助

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 5-1-2-010
若年者就労支援事
業費

平成21年度～
継続
非該当

一般会計 産業部商工観光課

予算科目（款－項－目－細目） 5-1-2-040
職業能力開発専門
学院事業費補助金

昭和63年度～
継続
非該当

［将来目標］　労働の場が確保され、雇用の安定が図られています。

目標指標

完全失業率 ４事業

　雇用の安定と勤労者支援の充実を図るため、関係機関と連携し、若年層の就労支援や発展を担う人材
育成を推進するとともに、勤労者福祉促進資金融資についての預託を行い、勤労者の生活資金の借入れ
を円滑化します。
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【政策５】産業・交流⑦

５-⑦ 国際化と国際交流の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
71.1% 64.8% 74%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
274人 268人 360人

（H22.4.1値） （H24.4.1値） （H26.4.1値）

【海外都市との交流】

1 無錫市新区交流事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
派遣者数 人 22 －
受入者数 人 20 20 －
事業費 千円 341 3,084 341 －

2 キュパティーノ市親善使節団交流事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
派遣者数 人 19 19 19 －
受入者数 人 16 16 16 －
事業費 千円 4,855 4,855 4,855 －

3 国際理解支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
高校生海外派遣 人 4 4 4 －
日本語教室開催数 回 40 40 40 －
ラテンアメリカ教育プログラム講座開催数 回 252 252 252 －
ボランティア養成講座開催数 回 3 3 3 －
事業費 千円 1,401 1,401 1,401 －

非該当
高校生の海外派遣や国際理解のための講座等開催

国際交流事業費

平成18年度～
継続

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-26-040

キュパティーノ市
親善使節団交流事
業費

昭和53年度～

非該当
アメリカ合衆国キュパティーノ市との交流

一般会計 市民部市民協働国際課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-26-020

継続

　市民による幅広い国際交流活動を推進するとともに、国際理解についての関心を高め、異なる文化を持
つ人々が共生するまちづくりに取り組みます。

一般会計 市民部市民協働国際課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-26-050
無錫市新区交流事
業費

平成21年度～
継続
非該当

中国江蘇省無錫市新区との交流

一般会計 市民部市民協働国際課

※「外国人と積極的につきあいたいと思っている市民の割合」という目標指標は、市民意識調査の「外国人とのつきあい方」に関する問
いについて、「自らボランティアとなって積極的に活動したい」など積極的な回答をした市民の割合です。なお、市民意識調査の質問は、
社会情勢に合わせ、第８回から変更していますが、趣旨は大きく異なっていないため継続して目標指標として用いています。

［将来目標］　外国人との相互理解が深まり、異なる文化を持つ人々が共生するまちとなっています。

目標指標

外国人と積極的につきあいたいと
思っている市民の割合※

５事業
国際交流ボランティア人数
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【政策５】産業・交流⑦

【市内外国人との交流】

4 外国語版広報作成事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
発行部数 部 1,800 1,800 1,800 －
事業費 千円 588 588 588 －

5 定住外国人児童等就学支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体計画
こぎつね教室入室者数 人 30 30 30 －
事業費 千円 8,875 8,875 8,875 －

日本語が未熟で不就学や不登校となっている外国人児童等に日本語等学習機会の提供

継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-26-031 こぎつね教室事業費

平成21年度～
一般会計 市民部市民協働国際課

一般会計 市民部市民協働国際課

非該当
ポルトガル語・スペイン語による広報の発行

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-26-070
外国語版広報作成
費

平成16年度～
継続
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【政策６】行政・協働①

６-① コミュニティ活動・市民活動の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
80.0% 79.5% 81.3%

（H23.4.1値） （H25.4.1値） （H27.4.1値）
57.0% 57.1% 62%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
346団体 367団体 342団体

（H23.4.1値） （H25.4.1値） （H27.4.1値）

【コミュニティ施設の整備】

1 地区集会施設建設等支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
集会施設建設 地区 1 1 －
空調設備設置 地区 1 2 2 －
放送設備設置 地区 1 1 －
用地購入 地区 1 1 －
集会施設改修 地区 6 5 5 －
事業費 千円 2,760 19,733 19,733 －

【コミュニティ活動の支援】

2 コミュニティリーダー養成支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
参加者人数 人 150 150 150 －
事業費 千円 56 56 56 －

3 地域活動等支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
交付町内会 町内会 186 186 186 －
事業費 千円 128,310 128,310 128,310 －

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-040 地域活動交付金

平成元年度～
継続
非該当

町内会への地域活動交付金の支給

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-24-010 活動費

平成18年度～
継続
非該当

地域活動のリーダーを養成するための講座開催

一般会計 市民部市民協働国際課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-080
地区集会施設建設
等事業費補助金

昭和55年度～
継続
該当

集会所の建設等を行う町内会等への補助

一般会計 市民部市民協働国際課

［将来目標］　コミュニティ活動や市民活動が活発に行われ、市民主体のまちとなっています。

目標指標

町内会加入率

１２事業
「地域のつきあいや人間関係」市
民満足度

登録ボランティア・市民活動団体
の数

　町内会の加入促進に向けた取り組みを強化するとともに、コミュニティリーダーの養成、地域活動支援及
び市民協働推進事業の実施によりコミュニティ活動の活発化を促進します。また、市民協働を推進するた
め、市民活動の拠点であるボランティア・市民活動センターの利用促進を図るとともに、NPOやボランティア
団体等が行う活動を支援します。

一般会計 市民部市民協働国際課
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【政策６】行政・協働①

4 市民協働推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
支援対象事業 件 5 5 5 －
事業費 千円 1,000 1,000 1,000 －

【コミュニティ意識の啓発】

5 町内会加入促進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
パンフレット配布 部 5,000 5,000 5,000 －
加入促進マニュアル配布 部 400 400 400 －
クリアファイル配布 枚 3,500 3,500 3,500 －
補助金交付 団体 2 2 2 －
事業費 千円 647 647 647 －

【市民活動の支援】

6 市民活動講座事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
市民活動講座 講座 3 3 3 －
事業費 千円 226 226 226 －

7 市民活動情報サイト運営事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
東三河市民活動推進協議会負担金 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 350 350 350 －

8 ＮＰＯ法人運営支援事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
補助法人数 団体 4 4 4 －
事業費 千円 200 200 200 －

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-020 市民活動事業費

平成21年度～
継続
該当

法人市民税均等割を納付する団体への補助

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-020 市民活動事業費

平成18年度～
継続
該当

東三河市民活動情報サイト等を運営する東三河市民活動推進協議会への負担金

一般会計 市民部市民協働国際課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-020 市民活動事業費

平成16年度～
継続
該当

ボランティア・市民活動団体の活性化や活動者の拡大を図る講座を開催

一般会計 市民部市民協働国際課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-030 町内会関係費

平成17年度～
継続
非該当

町内会未加入世帯への加入促進事業及び町内会加入促進活動を行う自治組織等への補助

一般会計 市民部市民協働国際課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-20 市民活動事業費

平成27年度～平成29年度
新規
非該当

市民活動団体や地縁組織等が実施する協働によるまちづくり事業への補助

一般会計 市民部市民協働国際課

一般会計 市民部市民協働国際課
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【政策６】行政・協働①

9 市民活動推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
委員会開催 回 4 4 4 －
意識調査委託 － 一式 －
事業費 千円 385 2,385 885 －

10 市民活動総合補償保険事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
市民活動総合補償保険申請受付 件 70 70 70 －
事業費 千円 2,485 2,485 2,485 －

【市民活動施設の提供】

11 ボランティア・市民活動センター事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
センター事業 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 38,881 37,884 37,884 －

【人権教育・啓発に関する行動計画の策定】

12 人権対策推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
人権講演会の開催 回 6 6 6 －
人権週間啓発活動 回 1 1 1 －
事業費 千円 1,908 1,908 1,713 －

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-025

とよかわボラン
ティア・市民活動
センター事業費

平成14年度～
継続
該当

人権に関する啓発活動の積極的な実施

ボランティア・市民活動センターの運営

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-055
人権啓発推進事業
費

平成23年度～
継続
非該当

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-020 市民活動事業費

平成17年度～
継続
該当

市民活動に安心して参加できるようにするための保険制度

一般会計 市民部市民協働国際課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-23-020 市民活動事業費

平成14年度～
継続
該当

市民協働基本方針に基づく事業の展開

一般会計 市民部市民協働国際課

一般会計 市民部市民協働国際課
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【政策６】行政・協働②

６-② 男女共同参画社会の形成

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
32.5% 30.1% 38%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
35.0% 35.6% 31%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）

【男女共同参画意識の啓発】

1 男女共同参画推進事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
講座開催件数 講座 7 7 7 －
講演会の開催 回 1 1 1 －
情報紙発行部数 部 7,000 7,000 7,000 －
男女共同参画基本計画改訂 － 一式 －
事業費 千円 4,377 2,219 2,219 －

男女共同参画意識の啓発と環境整備

一般会計 市民部人権交通防犯課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-25-010
男女共同参画推進
事業費

平成13年度～
継続
非該当

　男女共同参画社会の実現のため、男女共同参画推進条例の周知、講演会や各種講座を開催するなど
男女共同参画意識の啓発に努めるとともに、行政委員会委員等への女性の登用を促進するなど男女共
同参画に関する環境整備を図ります。

［将来目標］　男女が対等の立場で参画できる社会となっています。

目標指標

「男女共同参画」市民満足度
１事業

「男は仕事、女は家庭」という考
え方に同感する市民の割合
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【政策６】行政・協働③

６-③ 開かれた市政の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
54.1% 55.5% 55%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
3.1件 3.9件 3.8件

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【行政情報の提供】

1 広報とよかわ作成事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
発行数（月１回） 部 １回　58,500 １回　58,700 １回　58,700 －
事業費 千円 14,431 15,592 15,592 －

2 その他のメディア活用事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
ＦＭ放送（隔週） 回 27 29 28 －
事業費 千円 1,597 1,597 1,597 －

3 広報機能強化事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
推進事業 － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 171 200 200 －

【議会情報の提供】

4 議会だより作成事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
発行数（年４回） 部 １回　57,000 １回　57,000 １回　57,000 －
事業費 千円 2,554 2,554 2,690 －

議会だよりの発行

広報戦略プランに基づく取組みの推進

一般会計 議会事務局議事課

予算科目（款－項－目－細目） 1-1-1-40 議会だより作成費

－
継続
非該当

様々なメディアの活用により広報広聴を充実

一般会計 企画部秘書課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-3-100
広報戦略プラン推
進事業費

平成25年度～
継続
非該当

広報の発行

一般会計 企画部秘書課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-3-50
その他のメディア
活用費

－
継続
非該当

一般会計 企画部秘書課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-3-20
広報とよかわ作成
費

－
継続
非該当

　開かれた市政の推進を図るため、広報やその他のメディアの活用等により、市民に対して積極的に行政
情報等の提供を行います。議会情報については、議会だよりや議会中継映像の配信により、情報の提供
を行います。

［将来目標］　市民と行政が情報を共有し、市民がまちづくりに参加できる仕組みができています。

目標指標

「市の情報の提供・公表」市民満
足度

５事業
市ホームページ市民１人当たり年
間アクセス件数
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【政策６】行政・協働③

5 議会中継映像配信事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
配信時間 時間 83 83 83 －
事業費 千円 933 933 933 －

インターネットによる議会中継映像の配信

一般会計 議会事務局議事課

予算科目（款－項－目－細目） 1-1-1-30 議会運営費

平成21年度～
継続
非該当
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【政策６】行政・協働④

６-④ 地域情報化の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
70.0% 72.8% 75%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
17.4% 18.5% 25.0%

（H23.4.1値） （H25.4.1値） （H27.4.1値）
49.2% 53.4% 50.0%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

※CATVのTV放送事業のデータ（インターネット事業等は含まない）

【情報取得手段の整備】

1 行政情報文字放送事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
番組掲載情報数 本 110 110 110 －
事業費 千円 4,407 4,407 4,407 －

ＣＡＴＶを活用した行政情報文字放送番組の提供

　CATVを活用した行政情報文字放送番組を実施することで、市民がより多くの情報媒体から各種行政情
報等を取得することが可能となるよう努めます。

一般会計 企画部秘書課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-3-50
その他のメディア
活用費

平成21年度～
継続
非該当

［将来目標］　市民が情報通信技術を積極的に活用し、豊かな生活が創造されています。

目標指標

インターネットを利用している市
民の割合

１事業ＣＡＴＶ（TV放送）加入世帯率　※

公共施設予約サービスのオンライ
ン利用率
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【政策６】行政・協働⑤

６-⑤ 行政サービスの向上

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
40.8% 42.5% 53%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
25.8% 41.4% 29%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【事務処理の情報化】

1 住民情報システム再構築事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
住民情報システム － 一式 一式 一式 －
事業費 千円 158,149 170,207 170,207 1,330,398 

2 行政情報パソコンシンクライアント整備事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
シンクライアント端末導入 台 77 111 128 1,141 
事業費 千円 7,337 12,334 13,524 113,087 

3 行政情報システム導入業務
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
行政情報システムの稼動数 － 6 9 9 9 
事業費 千円 34,892 86,320 86,320 606,579 

【証明書等発行業務の充実】

4 旅券発給事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別

2-3-1-70 報酬等 マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
交付件数 件 5,400 5,400 5,400 －
事業費 千円 4,938 4,938 4,938 －

プリオ窓口センターで旅券発給業務を実施

東三河６市町村でのクラウド方式による共同調達

一般会計 市民部市民課

予算科目（款－項－目－細目）
2-3-1-40 窓口センター運営費

平成24年度～
継続
該当

シンクライアントシステムへの更新

一般会計 企画部情報システム課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-19-30
行政情報システム
運営費

平成27年度～平成31年度
継続
非該当

自治体クラウド方式による住民情報システムの再構築   

一般会計 企画部情報システム課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-19-40
情報システム共通
運営費

平成25年度～平成31年度
継続
非該当

一般会計・特別会計 企画部情報システム課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-19-20
住民情報システム
運営費 他

平成25年度～
継続
非該当

　行政情報の電子化を推進することにより、効率的で効果的な行政運営に取り組みます。また、より安全
なハードウェアや情報通信サービスにより、行政サービスの安定した提供や推進を図ります。旅券発給窓
口を継続して設置し、サービスの向上に努めます。

［将来目標］　市民の声を基に、行政サービスが向上し、効率的で効果的な行政運営がされています。

目標指標

「行政サービスの向上」市民満足度

４事業
第１四半期の工事発注割合
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【政策６】行政・協働⑥

６-⑥ 職員の育成と適正な人員配置

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
肯定的 64.3% 66.1% 70%
否定的 15.9% 13.3% 10%

（平成23年値） （平成25年値） （平成27年値）
153.5人 158.9 170人

（H23.4.1値） （H25.4.1値） （H27.4.1値）

【職員研修の充実】　【職員の自己啓発】

1 研修事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
階層別研修 人 254 274 273 －
特別研修 人 349 348 346 －
派遣研修 人 83 83 83 －
自学の推進（２種類） 人 70 70 70 －
政策実現調査・研究支援 人 20 20 20 －
目標管理研修（組織目標の設定） 回 1 1 1 －
目標管理研修（個人目標の設定） 回 1 1 1 －
人事評価制度研修 回 1 1 1 －
接遇実地診断研修 回 1 －
交渉力・折衝力向上研修 回 1 1 1 －
ホスピタリティ向上講演会 回 1 1 1 －
臨時職員おもてなし力向上セミナー 回 2 2 1 －
民間短期派遣研修の実施 回 1 1 1 －
アダプトプログラム 回 52 52 52 －
全庁窓口アンケート 回 1 1 1 －
事業費 千円 10,422 10,754 10,840 －

【臨時職員の活用】　【計画的な定員管理】

2 臨時職員活用事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 定員適正化に基づく臨時職員等の雇用
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
臨時職員 人 20 20 20 －
事業費 千円 22,406 22,406 22,406 －

各種職員研修の実施

一般会計 企画部人事課

予算科目（款－項－目－細目） 2-1-1-70 臨時職員活用費

－
継続
該当

一般会計 企画部人事課

予算科目（款－項－目－細目）
2-1-1-30
～65

職員研修費　他

平成18年度～
継続
該当

　職員の人材育成を図るため、「新・豊川市人財育成基本方針」に基づき、新たに庁内オープンカレッジを実
施するなど効果的な研修事業を行います。なかでも、職員の接遇向上推進事業については重点的に取り
組みます。また、適正な定員管理を図るため、臨時職員等を活用します。

［将来目標］　職員の人材育成と適正な人員配置により、少数精鋭の市役所となっています。

目標指標

職員の対応に対する市民の評
価

２事業

職員１人当たりの市民人数
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【政策６】行政・協働⑦

６-⑦ 健全な財政運営の推進

実績値 現状値 目標値 実施計画事業
57.21% 61.7% 70%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

現年課税分 98.30% 98.6% 98.5%
滞納繰越分 19.50% 22.3% 20.0%

（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

8.4% 6.2% 9.0%
（平成22年度値） （平成24年度値） （平成26年度値）

【収納場所、時間などの拡大】

1 広域連携共同滞納整理事業
会計区分 所管部課等

実施期間
新規・継続の別
マニフェスト該当

事業概要 愛知県東三河地方税滞納整理機構の運営に対する負担
計画事業量 単位 27年度 28年度 29年度 全体計画
愛知県東三河地方税滞納整理機構負担金 － 一式 －
事業費 千円 503 －

　厳しい財政状況のなか、安定した自主財源を確保するため、本市を始め県・東三河５市３町が設置する
共同滞納整理機関により、広域で連携した滞納整理を実施することで市税等の収納率向上を図ります。

一般会計 総務部収納課

予算科目（款－項－目－細目） 2-2-3-901 一般事務費

平成23年度～平成27年度
継続
非該当

［将来目標］　安定した自主財源が確保され、効率的で計画的な財政運営がされています。

目標指標

自主財源比率

１事業市税の徴収率

実質公債費比率
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